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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、第１保護膜と、第１偏光膜と、光学補償領域と、液晶層及び該液晶層を挟
持する一対の基板を有する液晶セルと、第２偏光膜と、第２保護膜とをこの順序で有し、
黒表示時に該液晶層の液晶分子が前記一対の基板の表面に対して平行に配向する液晶表示
装置であって、前記第１保護膜または第２保護膜のいずれかに少なくとも凹凸表面を有す
る防眩層、及び該防眩層上に直接、厚さが５０～１５０ｎｍで屈折率が防眩層の屈折率よ
り低く、かつ屈折率が１．２０～１．４６の低屈折率層を有し、
　該防眩層の、
　中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．０３μｍ＜Ｒａ＜０．４μｍであり、
　凹凸の平均間隔（Ｓｍ）が２００μｍ＜Ｓｍ＜６００μｍであり、
　該凹凸の傾斜角θにおいて、０°＜θ＜０．５°の領域（θ（０．５））が４０％～９
８％を占め、
　該防眩層が少なくとも１種の透光性粒子を含有し、該透光性粒子の平均粒径が前記防眩
層の平均膜厚よりも０．０１～４．０μｍ大きく、該透光性粒子の添加量が前記防眩層の
全固形分に対して０．０１～１質量％である、液晶表示装置。
【請求項２】
　前記透光性粒子の平均粒径が３μｍ～１５μｍである請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記光学補償領域が下記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす少なくとも１つの位相差
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領域を含む請求項１または２に記載の液晶表示装置。
（Ａ）１００ｎｍ≦Ｒｅ≦４００ｎｍ、且つ－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５０ｎｍ
（Ｂ）６０ｎｍ≦Ｒｅ≦２００ｎｍ、且つ３０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦１００ｎｍ
（Ｃ）０ｎｍ≦Ｒｅ≦２０ｎｍ、且つ－４００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦－５０ｎｍ
（Ｄ）３０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５０ｎｍ、且つ１００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦４００ｎｍ
（ここでＲｅは面内のレターデーション、Ｒｔｈは厚み方向のレターデーションである。
）
【請求項４】
　前記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす第１位相差領域がセルロースエステルフィル
ムである請求項３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記光学補償領域が前記式（Ａ）を満たす第１位相差領域を含み、該第１位相差領域の
値Ｎｚが０．４５～０．５５である請求項３または４に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが６０ｎｍ～２００ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが３０ｎｍ～１００ｎｍであり
、
　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－３００ｎｍ～－１００ｎｍ
である請求項１～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に直
交している請求項６に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である請求項６に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが３０ｎｍ～１５０ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが１００ｎｍ～４００ｎｍであ
り、
　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－４００ｎｍ～－８０ｎｍで
あり、且つ第１偏光膜の吸収軸が、黒表示時の液晶分子の遅相軸方向に垂直である請求項
１～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に垂
直である請求項９に記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である請求項９に記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
　前記第２位相差領域が、実質的に垂直配向した棒状液晶化合物を含有する位相差層を有
する請求項６～１１のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１３】
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　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜の厚み方向のレターデー
ションＲｔｈが－５０ｎｍ～４０ｎｍである請求項１～１２のいずれか１項に記載の液晶
表示装置。
【請求項１４】
　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜がセルロースアシレート
フィルム、ノルボルネン系フィルムまたはアクリル系フィルムである請求項１～１３のい
ずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関し、強誘電性液晶表示装置、反強誘電性液晶表示装置及び
水平方向に配向したネマチック液晶に横方向の電界を印加することにより表示を行うイン
プレーンスイッチングモードの液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置としては、二枚の直交した偏光板の間に、ネマチック液晶をツイスト配列
させた液晶層を挟み、電界を基板に対して垂直な方向にかける方式、いわゆるＴＮモード
が広く用いられている。この方式では、黒表示時に液晶が基板に対して立ち上がるために
、斜めから見ると液晶分子による複屈折が発生し、光漏れが起こる。この問題に対して、
液晶性分子がハイブリッド配向したフィルムを用いることで、液晶セルを光学的に補償し
、この光漏れを防止する方式が実用化されている。しかし、液晶性分子を用いても液晶セ
ルを問題なく完全に光学的に補償することは非常に難しく、画面下方向での階調反転が抑
えきれないという問題を生じていた。
【０００３】
　かかる問題を解決するため、横電界を液晶に対して印加する、いわゆるインプレーンス
イッチング（ＩＰＳ）モードによる液晶表示装置や、誘電率異方性が負の液晶を垂直配向
してパネル内に形成した突起やスリット電極によって配向分割した垂直配向（ＶＡ）モー
ドが提案され、実用化されている。近年、これらのパネルは、ＴＶ用途として広く用いら
れており、それに伴って画面の輝度が大きく向上してきている。このため、これらの動作
モードが従来問題とされていなかった、黒表示時の対角位斜め入射方向での僅かな光漏れ
が表示品位の低下の原因として顕在化してきた。
【０００４】
　この色調や黒表示の視野角を改善する手段として、液晶層と偏光板の間に複屈折特性を
有する光学補償材料を配置することがＩＰＳモードにおいても検討されている（例えば特
許文献１参照）。
【０００５】
　一方、これら液晶表示装置においては、外光の反射による像の映り込みを防止するため
に、ディスプレイの最表面に防眩性フィルムを配置することにより、液晶ディスプレイの
高付加価値化が行われている。
防眩性フィルムは、表面散乱に加えて内部散乱性を有する防眩フィルムが知られている（
例えば特許文献２参照）。
【０００６】
　しかしながら、上記、従来の技術を組み合わせた態様、即ち、光学補償を行ったＩＰＳ
モードの液晶表示装置に従来の防眩フィルムを適用すると、外光の反射による像の映り込
みを防止することができるものの、防眩性フィルム適用前と比較して、対角位斜め入射方
向での光漏れが上昇することが本発明者らの検討で明らかとなった。
【０００７】
【特許文献１】特開平１０－３０７２９１号公報
【特許文献２】特許第３５１５４０１号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は上記問題に鑑みなされたものであって、外光の反射による像の映り込みを防止
しつつ、対角位斜め方向の光漏れを抑制することであり、且つ簡易な構成で、表示品位の
みならず、視野角が著しく改善されたＩＰＳ型液晶表示装置を提供することを目的とする
。
【０００９】
　また、本発明は前記諸問題に鑑みなされたものであって、反射防止性能が良好であり、
且つ簡易な構成で、表示品位のみならず、視野角が著しく改善されたＩＰＳ型液晶表示装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するための手段は以下のとおりである。
＜１＞
　少なくとも、第１保護膜と、第１偏光膜と、光学補償領域と、液晶層及び該液晶層を挟
持する一対の基板を有する液晶セルと、第２偏光膜と、第２保護膜とをこの順序で有し、
黒表示時に該液晶層の液晶分子が前記一対の基板の表面に対して平行に配向する液晶表示
装置であって、前記第１保護膜または第２保護膜のいずれかに少なくとも凹凸表面を有す
る防眩層、及び該防眩層上に直接、厚さが５０～１５０ｎｍで屈折率が防眩層の屈折率よ
り低く、かつ屈折率が１．２０～１．４６の低屈折率層を有し、
　該防眩層の、
　中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．０３μｍ＜Ｒａ＜０．４μｍであり、
　凹凸の平均間隔（Ｓｍ）が２００μｍ＜Ｓｍ＜６００μｍであり、
　該凹凸の傾斜角θにおいて、０°＜θ＜０．５°の領域（θ（０．５））が４０％～９
８％を占め、
　該防眩層が少なくとも１種の透光性粒子を含有し、該透光性粒子の平均粒径が前記防眩
層の平均膜厚よりも０．０１～４．０μｍ大きく、該透光性粒子の添加量が前記防眩層の
全固形分に対して０．０１～１質量％である、液晶表示装置。
＜２＞
　前記透光性粒子の平均粒径が３μｍ～１５μｍである＜１＞に記載の液晶表示装置。
＜３＞
　前記光学補償領域が下記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす少なくとも１つの位相差
領域を含む＜１＞または＜２＞に記載の液晶表示装置。
（Ａ）１００ｎｍ≦Ｒｅ≦４００ｎｍ、且つ－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５０ｎｍ
（Ｂ）６０ｎｍ≦Ｒｅ≦２００ｎｍ、且つ３０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦１００ｎｍ
（Ｃ）０ｎｍ≦Ｒｅ≦２０ｎｍ、且つ－４００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦－５０ｎｍ
（Ｄ）３０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５０ｎｍ、且つ１００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦４００ｎｍ
（ここでＲｅは面内のレターデーション、Ｒｔｈは厚み方向のレターデーションである。
）
＜４＞
　前記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす第１位相差領域がセルロースエステルフィル
ムである＜３＞に記載の液晶表示装置。
＜５＞
　前記光学補償領域が前記式（Ａ）を満たす第１位相差領域を含み、該第１位相差領域の
値Ｎｚが０．４５～０．５５である＜３＞または＜４＞に記載の液晶表示装置。
＜６＞
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが６０ｎｍ～２００ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが３０ｎｍ～１００ｎｍであり
、
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　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－３００ｎｍ～－１００ｎｍ
である＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜７＞
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に直
交している＜６＞に記載の液晶表示装置。
＜８＞
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である＜６＞に記載の液晶表示装置。
＜９＞
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが３０ｎｍ～１５０ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが１００ｎｍ～４００ｎｍであ
り、
　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－４００ｎｍ～－８０ｎｍで
あり、且つ第１偏光膜の吸収軸が、黒表示時の液晶分子の遅相軸方向に垂直である＜１＞
～＜４＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜１０＞
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に垂
直である＜９＞に記載の液晶表示装置。
＜１１＞
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である＜９＞に記載の液晶表示装置。
＜１２＞
　前記第２位相差領域が、実質的に垂直配向した棒状液晶化合物を含有する位相差層を有
する＜６＞～１１＞のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
＜１３＞
　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜の厚み方向のレターデー
ションＲｔｈが－５０ｎｍ～４０ｎｍである＜１＞～＜１２＞のいずれか１項に記載の液
晶表示装置。
＜１４＞
　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜がセルロースアシレート
フィルム、ノルボルネン系フィルムまたはアクリル系フィルムである＜１～＜１３＞のい
ずれか１項に記載の液晶表示装置。
　なお、本発明は上記＜１＞～＜１４＞に関するものであるが、参考のためその他の事項
（例えば下記１～１７に記載した事項等）についても記載した。
１.
　少なくとも、第１保護膜と、第１偏光膜と、光学補償領域と、液晶層及び該液晶層を挟
持する一対の基板を有する液晶セルと、第２偏光膜と、第２保護膜とをこの順序で有し、
黒表示時に該液晶層の液晶分子が前記一対の基板の表面に対して平行に配向する液晶表示
装置であって、前記第１保護膜または第２保護膜のいずれかに少なくとも防眩層を有し、
　該防眩層の、
　中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．０３μｍ＜Ｒａ＜０．４μｍであり、
　凹凸の平均間隔（Ｓｍ）が８０μｍ＜Ｓｍ＜７００μｍであり、
　該凹凸の傾斜角θにおいて、０°＜θ＜０．５°の領域（θ（０．５））が４０％～９
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８％を占める、液晶表示装置。
２.
　前記防眩層が少なくとも１種の透光性粒子を含有し、該透光性粒子の平均粒径が前記防
眩層の平均膜厚よりも０．０１～４．０μｍ大きい上記１に記載の液晶表示装置。
３.
　前記透光性粒子の添加量が、前記防眩層の全固形分に対して０．０１～１質量％である
上記１または２に記載の液晶表示装置。
４.
　前記透光性粒子の平均粒径が３μｍ～１５μｍである上記１～３のいずれかに記載の液
晶表示装置。
５.
　前記防眩層の表面に、前記防眩層の屈折率より屈折率が低い低屈折率層を有する上記１
～４のいずれかに記載の液晶表示装置。
６.
　前記光学補償領域が下記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす少なくとも１つの位相差
領域を含む上記１～５のいずれかに記載の液晶表示装置。
（Ａ）１００ｎｍ≦Ｒｅ≦４００ｎｍ、且つ－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５０ｎｍ
（Ｂ）６０ｎｍ≦Ｒｅ≦２００ｎｍ、且つ３０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦１００ｎｍ
（Ｃ）０ｎｍ≦Ｒｅ≦２０ｎｍ、且つ－４００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦－５０ｎｍ
（Ｄ）３０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５０ｎｍ、且つ１００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦４００ｎｍ
（ここでＲｅは面内のレターデーション、Ｒｔｈは厚み方向のレターデーションである。
）
７.
　前記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす第１位相差領域がセルロースエステルフィル
ムである上記６に記載の液晶表示装置。
８.
　前記光学補償領域が前記式（Ａ）を満たす第１位相差領域を含み、該第１位相差領域の
値Ｎｚが０．４５～０．５５である上記６または７に記載の液晶表示装置。
９.
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが６０ｎｍ～２００ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが３０ｎｍ～１００ｎｍであり
、
　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－３００ｎｍ～－１００ｎｍ
である上記１～７のいずれかに記載の液晶表示装置。
１０.
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に直
交している上記９に記載の液晶表示装置。
１１.
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である上記９に記載の液晶表示装置。
１２.
　前記光学補償領域が第１位相差領域と第２位相差領域を含み、
　該第１位相差領域の面内のレターデーションＲｅが３０ｎｍ～１５０ｎｍであり、
　該第１位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが１００ｎｍ～４００ｎｍであ
り、
　該第２位相差領域の面内のレターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍであり、
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　該第２位相差領域の厚み方向のレターデーションＲｔｈが－４００ｎｍ～－８０ｎｍで
あり、且つ第１偏光膜の吸収軸が、黒表示時の液晶分子の遅相軸方向に垂直である上記１
～７のいずれかに記載の液晶表示装置。
１３.
　前記第１偏光膜、前記第１位相差領域、前記第２位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に垂
直である上記１２に記載の液晶表示装置。
１４.
　前記第１偏光膜、前記第２位相差領域、前記第１位相差領域及び前記液晶セルを、この
順序で有し、且つ前記第１位相差領域の遅相軸が、前記第１偏光膜の吸収軸に実質的に平
行である上記１２に記載の液晶表示装置。
１５.
　前記第２位相差領域が、実質的に垂直配向した棒状液晶化合物を含有する位相差層を有
する上記９～１４のいずれかに記載の液晶表示装置。
１６.
　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜の厚み方向のレターデー
ションＲｔｈが－５０ｎｍ～４０ｎｍである上記１～１５のいずれかに記載の液晶表示装
置。
１７.
　前記第２の偏光膜と前記基板との間に保護膜を有し、該保護膜がセルロースアシレート
フィルム、ノルボルネン系フィルムまたはアクリル系フィルムである上記１～１６のいず
れかに記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、明室コントラスト低下を最小に抑えつつ、液晶表示面への外光の映り
込みを防止しつつ、視野角を改善することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明について詳細に説明する。なお、本明細書において「～」を用いて表され
る数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む範囲を意味
する。
【００１３】
　なお、本明細書において、光学特性等を示す数値や数値範囲については、液晶表示装置
やそれに用いられる部材について一般的に許容される誤差を含む数値又は数値範囲である
と解釈されるものとする。角度については、本明細書において、「４５゜」、「平行」あ
るいは「直交」とは、厳密な角度±５゜未満の範囲内であることを意味する。厳密な角度
との誤差は、４゜未満であることが好ましく、３゜未満であることがより好ましい。また
、角度について、「＋」は時計周り方向を意味し、「－」は反時計周り方向を意味するも
のとする。また、「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味する。また、「可視光領
域」とは、３８０～７８０ｎｍのことをいう。更に屈折率の測定波長は特別な記述がない
限り、可視光域のλ＝５９０ｎｍでの値である。
【００１４】
　また、本明細書において「偏光板」とは、特に断らない限り、長尺の偏光板及び液晶装
置に組み込まれる大きさに裁断された（本明細書において、「裁断」には「打ち抜き」及
び「切り出し」等も含むものとする）偏光板の両者を含む意味で用いられる。また、本明
細書では、「偏光膜」及び「偏光板」を区別して用いるが、「偏光板」は「偏光膜」の少
なくとも片面に該偏光膜を保護する透明保護膜を有する積層体を意味するものとする。
【００１５】
　本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は、各々、波長λにおける面内のレター
デーション、及び厚さ方向のレターデーションを表す。Ｒｅ（λ）は、ＫＯＢＲＡ　２１
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ＡＤＨ又はＷＲ（王子計測機器（株）製）において、波長λｎｍの光をフィルム法線方向
に入射させて測定される。
　測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選択フィルターをマニュアルで交換するか、
または測定値をプログラム等で変換して測定することができる。
　測定されるフィルムが１軸又は２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、以
下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意
の方向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度
ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、そ
の測定されたレターデーション値と、平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値とを基に
ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
【００１６】
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値は、その符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又は
ＷＲが算出する。
　なお、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意
の方向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その
値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の数式（Ｉ）及び式（ＩＩ）
よりＲｔｈを算出することもできる。
数式（Ｉ）
【００１７】
【数１】

【００１８】
　数式（ＩＩ）
　　Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
　式中、Ｒｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値をあ
らわす。
　また、ｎｘは、面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに直
交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表し、ｄは膜
厚を表す。
【００１９】
　測定されるフィルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法により、Ｒｔｈ（λ）
は算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は、前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ
により判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－５０度から＋
５０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１
点測定し、その測定されたレターデーション値と、平均屈折率の仮定値、及び入力された
膜厚値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出される。
　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は、ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学補償フィルムのカタログの値を使用することがで
きる。
　また、平均屈折率の値が既知でないものについては、アッベ屈折計で測定することがで
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きる。主な光学補償フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：
　セルロースアシレート（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカ
ーボネート（１．５９）、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．
５９）である。
　これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ
は、ｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－
ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）が更に算出される。
【００２０】
［液晶表示装置］
　本発明の液晶表示装置は、少なくとも、第１保護膜と、第１偏光膜と、光学補償領域と
、液晶層及び該液晶層を挟持する一対の基板を有する液晶セルと、第２偏光膜と、第２保
護膜とがこの順序で有し、黒表示時に該液晶層の液晶分子が前記一対の基板の表面に対し
て平行に配向する液晶表示装置であって、前記第１保護膜または第２保護膜のいずれかに
少なくとも防眩層を有し、
　該防眩層の、
　中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．０３μｍ＜Ｒａ＜０．４μｍであり、
　凹凸の平均間隔（Ｓｍ）が８０μｍ＜Ｓｍ＜７００μｍであり、
　該凹凸の傾斜角θにおいて、０°＜θ＜０．５°の領域（θ（０．５））が４０％～９
８％を占める、液晶表示装置である。
【００２１】
　ＩＰＳモードの液晶表示装置の表面に従来の防眩層を適応した場合、液晶表示装置が光
学補償を行ったものであっても、対角位斜め方向の漏れが生じる。光漏れの理由は、以下
の理由であることが本発明者等の検討で明らかになった。
【００２２】
　即ち、従来の防眩層を積層した液晶表示装置では、バックライト側から高角で入射した
光の一部が防眩層の表面凹凸で屈折し、より低角度に出射し、視認される。一方、対角位
斜め方向の光漏れは広角度ほど大きい。従って従来の防眩層を適用すると、より広角度で
入射した成分が含まれて出射されるために、対角位斜め方向の漏れ光が生じる。一方、防
眩性を低下して行くと、表面凹凸による屈折が減少し、対角位斜め方向の光漏れは低下す
るが、像の映りこみが強く、視認性が悪化する。つまり、対角位斜め方向の光漏れと像の
映りこみを同時に解決することはできなかった。
【００２３】
　これに対し、上述した、本発明の特性を有する防眩層（以下、本発明の防眩層と呼ぶこ
とがある）を適用することで、上記の問題が同時に解決できることを見出し本発明の完成
に至った。本発明の防眩層は、従来の防眩層と比較し、凹凸部分が少なく、平面部分が多
い（図４）。このような防眩層を用いることで、対角位斜め方向の光漏れと像の映りこみ
が同時に解決できる。その理由は以下の理由に基づくものと推定している。防眩層の平面
部分を増やすことで、出射時の屈折を減らし、広角度で入射し低角度で出射する光を減少
させることができ、対角位斜め方向の光漏れを抑制することができる。一方、鏡面方向に
近い方向の散乱光量を増やすことができるため、像をぼかし、目立ち難くしている。
　また、本発明の防眩層をＴＮモードに適用しても、斜め方向の光漏れ低減効果は観察さ
れなかった。従って、本発明は構造的に斜め方向の光漏れが改善されたＩＰＳモードの液
晶表示装置と光学補償と本発明の防眩層を組み合わせで初めて得られる効果であることが
分かった。
【００２４】
　更に、本発明の防眩層上に低屈折率層を積層した系では、防眩層の平面部分が多いため
に、従来の防眩層に対し（図３に模式的に示す。）、低屈折率層を均一に塗布することが
でき（図４に模式的に示す。）、表面が平坦な面に塗布した低屈折層に近い均一性（図２
に模式的に示す。）で鏡面反射率を低減させることができる。従って、低屈折率層を積層
した構成は本発明の好ましい態様である。
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【００２５】
＜防眩層＞
〔防眩層の構成〕
　本発明における防眩層は、透明支持体上に微粒子及びバインダーを含んでなる少なくと
も一層の防眩層を有する。図１を参照に、本発明の防眩性フィルムについて説明する。
【００２６】
　図１の本発明の防眩性フィルムは、透明支持体（１）上に、少なくとも一層の防眩層（
２）を有する。最外層に、隣接する防眩層（２）の屈折率よりも低い屈折率の低屈折率層
（５）を有していることが好ましい。
【００２７】
［防眩層］
　防眩性を付与する方法としては、特開平６－１６８５１号記載のような表面に微細な凹
凸を有するマット状の賦型フィルムをラミネートして形成する方法、特開２０００－２０
６３１７号公報記載のように電離放射線照射量の差による電離放射線硬化型樹脂の硬化収
縮により形成する方法、特開２０００－３３８３１０号公報記載のように乾燥にて透光性
樹脂に対する良溶媒の質量比が減少することにより透光性微粒子および透光性樹脂とをゲ
ル化させつつ固化させて塗膜表面に凹凸を形成する方法、特開２０００－２７５４０４号
公報記載のように外部からの圧力により表面凹凸を付与する方法、特開２０００－２７５
４０４号公報記載のように外部からの圧力により表面凹凸を付与する方法、特開２００５
－１９５８１９号公報記載のように複数のポリマーの混合溶液から溶媒が蒸発する過程で
相分離することを利用して表面凹凸を形成する方法、などが知られており、本発明のフィ
ルムにおける防眩層を形成するにはこれら公知の方法を利用することができる。
【００２８】
　本発明で用いることができる防眩層は、好ましくはハードコート性を付与することので
きるバインダー、及び防眩性を付与するための透光性粒子からなり、透光性粒子自体の突
起あるいは複数の粒子の集合体で形成される突起によって表面に凹凸が形成された層であ
ることが好ましい。
　また、防眩層は、バインダー形成材料、透光性粒子および溶媒を含有する防眩層形成用
塗料を用いて形成されることが好ましい。
【００２９】
　そして、防眩層形成用塗料を用いて形成される防眩層は、バインダーとバインダー中に
分散された透光性粒子とからなり、防眩性とハードコート性とを兼ね備えることが好まし
い。
【００３０】
　（透光性粒子）
　本発明の好ましい態様の１つとして、防眩層中に防眩性を付与するために少なくとも１
種の前記透光性粒子を含有し、該透光性粒子の平均粒子径が防眩層の平均膜厚よりも０．
０１～４．０μｍ大きいことが、防眩性を付与する点で好ましく、防眩性と膜表面の平坦
部の割合を多くし、薄膜干渉層を均一に積層することを両立するためには０．５～３．５
μｍ大きいことがさらに好ましく、１．０～３．０μｍ大きいことが最も好ましい。また
、透光性粒子の平均粒子径が４μｍ以下の場合は、０．１～２．５μｍ大きいことが好ま
しく、０．１～２．０μｍ大きいことが最も好ましい。
　防眩層の平均膜厚はフィルムの断面を電子顕微鏡で観察し、膜厚をランダムに３０ヶ所
測定した平均値から算出される。
【００３１】
　防眩層の１つの凸部は実質的に５個以下の透光性粒子によって形成されていることが好
ましく、実質的に１個の透光性粒子によって凸部が形成されていることがより好ましい。
ここで「実質的に」とは、上記で定義された凸部のうち、９０％以上が好ましい態様を満
たしていることを意味する。
【００３２】
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　本発明において、用いられる透光性粒子の粒度分布は、ヘイズ値と拡散性の制御、塗布
面状の均質性の観点から、単分散性の粒子であること、すなわち粒子径が均一な粒子であ
ることが好ましい。粒子径の均一さを表すＣＶ値は０～１０％が好ましく、より好ましく
は０～８％、更に好ましくは０～５％である。さらに平均粒子径よりも２０％以上粒子径
が大きな粒子を粗大粒子と規定した場合、この粗大粒子の割合は全粒子数の１％以下であ
ることが好ましく、より好ましくは０．１％以下であり、さらに好ましくは０．０１％以
下である。このような粒度分布を持つ透光性粒子は、調製又は合成反応後に、分級するこ
とも有力な手段であり、分級の回数を上げることやその程度を強くすることで、望ましい
分布の粒子を得ることができる。分級には風力分級法、遠心分級法、沈降分級法、濾過分
級法、静電分級法等の方法を用いることが好ましい。透光性粒子の平均粒子径は、該透光
性粒子を光学顕微鏡により観察し、観察された１００個の粒子直径の平均値から算出する
。
【００３３】
　上記防眩層の平均膜厚よりも大きい平均粒子径を有する前記透光性粒子の添加量は全固
形分に対して０．０１～１質量％であることが、凹凸の密度を粗にすることで膜表面の平
坦部の割合を多くし、薄膜干渉層を均一に積層する点で好ましい。より好ましくは０．１
～１質量％、さらに好ましくは０．１～０．７質量％、最も好ましくは０．１～０．４５
質量％である。
【００３４】
　本発明では、透光性粒子の平均粒径は、３μｍ～１５μｍであることが好ましい。５μ
ｍ～１２μｍであることが好ましく、６μｍ～１０μｍであるのが最も好ましい。粒子が
３μｍ未満では防眩層の膜厚が薄くなり、充分な鉛筆硬度が得られない。また、１５μｍ
より大きいと膜厚が厚くカールの問題が生じる。
【００３５】
　防眩層の平均膜厚よりも大きい平均粒径を有する透光性粒子の防眩層における単位面積
当たりの個数としては、１０～１５００個／ｍｍ２であることが好ましい。さらに好まし
くは１０～４００個／ｍｍ２、最も好ましくは１０～１００個／ｍｍ２である。透光性粒
子の個数は光学顕微鏡にて５００μｍ×５００μｍの範囲を１０視野観察してそれぞれの
個数をカウントし、その平均値から算出することができる。
【００３６】
　本発明における防眩層は従来から知られる防眩層とは異なり、０．０１～１質量％とい
う非常に少ない量の平均粒子径が防眩層の平均膜厚よりも大きい粒子によって防眩性を発
現させるため、膜表面の平坦部が非常に多い構造となり、前記防眩層上に薄膜層を複数層
積層した際に凹凸起因の膜厚不均一が起こりにくく低反射率を実現することができる。
この際、上記粒子は防眩層よりも少なくとも０．０１～４．０μｍ突出して防眩性を発現
しているため平坦部が多くても防眩性が損なわれることがない。
【００３７】
　本発明で中心線平均粗さ（Ｒａ）は０．０３μｍ＜Ｒａ＜０．４０μｍであり、防眩性
付与の他にギラツキ、外光が反射した際の表面の白化なども考慮すると０．０５μｍ＜Ｒ
ａ＜０．３０μｍであることが好ましく、０．０５＜Ｒａ＜０．２５μｍであることがさ
らに好ましく、０．０５＜Ｒａ＜０．１５μｍであることが最も好ましい。
　また、凹凸平均間隔（Ｓｍ）は８０μｍ＜Ｓｍ＜７００μｍであり、防眩性と膜表面の
平坦部の割合を多くし、薄膜干渉層を均一に積層することを両立するためには凹凸の平均
間隔（Ｓｍ）が１５０μｍ＜Ｓｍ＜７００μｍであることが好ましく、２００μｍ＜Ｓｍ
＜６００μｍであることが最も好ましい。
【００３８】
　防眩フィルムの中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．０３μｍ以下であると、表面の凹凸が少
なすぎて防眩性が十分得られない。０．４μｍ以上であると、ギラツキや外光が反射した
際の表面の白化等、および凹凸に応じた薄膜層の膜厚不均一による干渉能低下の問題が発
生する。
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【００３９】
　凹凸の平均間隔（Ｓｍ）が８０μｍ以下であると表面凹凸の平坦部が少ない構造となり
薄膜層を塗布した際の膜厚不均一による干渉能低下の問題が発生する。７００μｍ以上で
あると、表面の平坦部が非常に多い構造となり、防眩性が十分得られない。
【００４０】
　本発明では、凹凸の傾斜角θが０°＜θ＜０．５°の領域（θ（０．５））は４０％～
９８％占めることが必要であり、５０％～９８％であることが好ましく、６０％～９８％
であることがさらに好ましく、７０％～９５％であることが最も好ましい。
【００４１】
　θ（０．５）が４０％未満であると、凹凸に応じた薄膜層の膜厚不均一による干渉能低
下が起こる。また、９８％より大きいと充分な防眩効果が得られない。なお、積分反射率
が１．５％以下であると、黒締まりが良好な反射防止フィルムが得られる。
【００４２】
　本発明の防眩層では、従来から知られる防眩層では困難であったθ（０．５）（塗膜表
面の比較的平坦な領域）を４０％以上、８０μｍ＜Ｓｍ＜７００μｍに保ちながら十分な
防眩性を付与することが可能であり、塗布方式により薄膜層を複数層積層した際、十分な
防眩性と低反射率を両立することが可能である。
【００４３】
（傾斜角度θ）
　本発明の光学フィルムは表面に微細凹凸構造を有する。本発明において、傾斜角度θの
分布は以下の方法で決定される。すなわち、面積が０．５乃至２平方マイクロメートルで
ある三角形の頂点を透明フィルム基材面（支持体面）に仮定し、その点から鉛直上向きに
伸ばした３つの垂線がフィルム表面と交わる３点によって形成される三角形の面の法線が
、支持体面から鉛直上向きに伸ばした垂線となす角を表面の傾斜角度とし、基材上で２５
００００平方マイクロメートル（０．２５平方ミリメートル）以上の面積を該三角形に分
割して測定した時の全測定点の傾斜角度分布を調べる。
【００４４】
　傾斜角度を測定する方法を図１０を参照して詳細に述べる。支持体面における面積が０
．５乃至２平方マイクロメートルとなるようなメッシュにフィルムを分割する（図１０（
ａ）参照）。図１０（ｂ）は分割したメッシュのうちの３点を抽出した図である。この支
持体上の３点から鉛直上向きに垂線を伸ばし、その３点が表面と交わった点をＡ、Ｂ、Ｃ
とする。三角形ＡＢＣ面の法線ＤＤ’が、支持体から鉛直上向きに伸ばした垂線ＯＯ’と
為す角度θを傾斜角度とする。図１０（ｃ）は点Ｏ’ＤＤ’を含む平面Ｐで切ったときの
フィルムの断面図である。線分ＥＦは三角形ＡＢＣと平面Ｐとの交線である。測定面積は
支持体上で２５００００平方マイクロメートル（０．２５平方ミリメートル）以上が好ま
しく、この面を支持体上で三角形に分割して測定し、傾斜角度を求める。測定する装置は
いくつかあるが、一例を述べる。装置はマイクロマップ社（米国）製ＳＸＭ５２０－ＡＳ
１５０型を用いた場合を説明する。例えば対物レンズが１０倍の時、傾斜角度の測定単位
は０．８平方マイクロメートルであり、測定範囲は５０００００平方マイクロメートル（
０．５平方ミリメートル）である。対物レンズの倍率を大きくすれば、それに合わせて測
定単位と測定範囲は小さくなる。測定データはＭＡＴ－ＬＡＢ等のソフトを用いて解析し
、傾斜角度分布を算出することができる。得られた傾斜角度分布から傾斜角度０～０．５
°の頻度θ（０．５）を算出する。測定は場所を変えて５ヶ所測定し、平均値をとる。
【００４５】
　（積分反射率）
　光学フィルムの裏面、すなわち低屈折率層とは反対側をサンドペーパーで粗面化した後
に黒色インクで処理し、裏面反射をなくした状態にして、該光学フィルムの表面を、分光
光度計Ｖ－５５０（日本分光（株）製）の積分球に装着して、３８０～７８０ｎｍの波長
領域において、反射率（積分反射率）を測定し、４５０～６５０ｎｍの平均反射率を算出
する。
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【００４６】
　（表面形状の評価）
　光学フィルムの表面形状はＪＩＳ Ｂ－０６０１（１９９４）に基づいて、表面凹凸の
算術平均粗さ（Ｒａ）、平均間隔（Ｓｍ）を小坂研究所（株）製サーフコーダーＭＯＤＥ
Ｌ　ＳＥ－３Ｆにより評価する。Ｓｍに関しては、測定の際の測定長は８ｍｍ、カットオ
フ値は０．８ｍｍとした。
【００４７】
（微粒子）
　微粒子（透光性粒子）の種類については、前記の粒径及び後述する防眩層の内部ヘイズ
の値を満たすものであるのが好ましく、凸部は実質的に１個の微粒子によって形成されて
いることがより好ましいため、分散性の良好な微粒子を選定することが好ましい。
【００４８】
　分散性の良好な微粒子としては、ポリメチルメタクリレート微粒子及び、ポリメチルメ
タクリレートとポリスチレンの共重合体微粒子など透光性の有機樹脂粒子が好ましい。該
共重合体微粒子中のポリメチルメタクリレート比率は、４０質量％以上であることが、分
散性の観点から好ましい。
【００４９】
　上記の微粒子を用いる場合には、バインダー中又は塗布液中での粒子の分散安定性及び
沈降防止のために、シリカ等の可視光散乱を起こさない大きさの無機フィラーや、有機化
合物（モノマーでもポリマーであってもよい）等の分散剤を添加してもよい。
【００５０】
　なお、無機フィラーを添加するときには、その添加量が増す程、微粒子の沈降防止に有
効であるが、塗膜の透明性に悪影響を与えない範囲内で用いることが好ましい。従って、
好ましくは、粒径０．５μｍ以下の無機フィラーを、バインダーに対して塗膜の透明性を
損なわない程度に、０．１質量％程度含有させるとよい。有機化合物等の分散剤は、微粒
子に対して０．１～２０質量％添加するのが好ましい。更に好ましくは０．１～１５質量
％、特に好ましくは０．５～１０質量％である。０．１質量％以上であれば、分散安定性
に対する添加効果が現れ、２０量％以下であれば、分散安定性に寄与しない成分が増えて
ブリードアウト等の問題が生じることがないので好ましい。
【００５１】
　上記のように、バインダー中又は塗布液中での分散安定性及び沈降防止のためには、添
加剤として用いられる微粒子の表面を表面処理してもよい。表面処理剤の種類としては、
使用するバインダー、塗布液中の溶媒により適宜選択される。表面処理量としては、微粒
子に対して０．１～３０質量％添加するのが好ましい。更に好ましくは１～２５質量％、
特に好ましくは３～２０質量％である。０．１質量％以上であれば、分散安定性に対する
表面処理量が不足することがなく、３０質量％以下であれば、表面処理に寄与しない成分
が増えてブリードアウト等の問題が生じることがないので好ましい。
【００５２】
　本発明においては、用いられる微粒子の粒度分布は、ヘイズ値と拡散性の制御、塗布面
状の均質性の観点から、単分散性の粒子であること、すなわち粒子径が均一な粒子である
ことが好ましい。粒子径の均一さを表すＣＶ値は０～１０％が好ましく、より好ましくは
０～８％、更に好ましくは０～５％である。さらに平均粒子径よりも２０％以上粒子径が
大きな粒子を粗大粒子と規定した場合、この粗大粒子の割合は全粒子数の１％以下である
ことが好ましく、より好ましくは０．１％以下であり、さらに好ましくは０．０１％以下
である。このような粒度分布を持つ微粒子は、調製又は合成反応後に、分級することも有
力な手段であり、分級の回数を上げることやその程度を強くすることで、望ましい分布の
粒子を得ることができる。分級には風力分級法、遠心分級法、沈降分級法、濾過分級法、
静電分級法等の方法を用いることが好ましい。微粒子の平均粒子径は、該微粒子を電子顕
微鏡により観察し、観察された１００個の粒子直径の平均値から算出する。
【００５３】
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　また、必要な光散乱性を得るために平均粒子径の異なる２種類以上の微粒子を併用して
用いてもよい。この場合、少なくとも１種類の粒子の平均粒径が防眩層の平均膜厚よりも
０．０１～４．０μｍ大きく、平均粒径が防眩層の平均膜厚よりも０．０１～４．０μｍ
大きい粒子の添加量が防眩層の固形分に対し、０．０１～１質量％であることが好ましい
。平均粒径が防眩層の平均膜厚よりも０．０１～４．０μｍ大きい粒子が２種類以上ある
場合は、その添加量の合計が防眩層の固形分に対し、０．０１～１質量％であることが好
ましい。
　防眩層の粒子の添加量を上記範囲とすることで、平面部分を増やすことができ、広角度
から入射し、防眩層の表面で屈折し、低角度に出射される光を低下させることができ、対
角位斜め方向の光漏れを防止することができる。
【００５４】
（バインダー）
　本発明における防眩層のバインダーは、熱硬化性樹脂又は電離放射線硬化性化合物の一
方又は両者を含み、硬化して形成されることが好ましい。
【００５５】
　本発明における防眩層は、電離放射線硬化性化合物の架橋反応、重合反応により形成さ
れる層であると好ましい。すなわち、バインダーとして、電離放射線硬化性の多官能モノ
マーや多官能オリゴマーを含む塗布組成物を透明支持体上に塗布し、多官能モノマーや多
官能オリゴマーを、架橋反応又は重合反応させることにより形成する。電離放射線硬化性
の多官能モノマーや多官能オリゴマーの官能基としては、光（紫外線）、電子線、放射線
重合性のものが好ましく、中でも光重合性官能基が好ましい。光重合性官能基としては、
（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基等の不飽和の重合性官能基等
が挙げられ、中でも、（メタ）アクリロイル基が好ましい。
【００５６】
　光重合性官能基を有する光重合性多官能モノマーの具体例としては、ネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、プ
ロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等のアルキレングリコールの（メタ）アクリ
ル酸ジエステル類；トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリ
プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等のポリオキシアルキレングリコールの（
メタ）アクリル酸ジエステル類；ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、等の多価アルコールの(メタ)アクリル酸ポリエステル類；２，２－ビス｛４－（
アクリロキシ・ジエトキシ）フェニル｝プロパン、２－２－ビス｛４－（アクリロキシ・
ポリプロポキシ）フェニル｝プロパン等のエチレンオキシド又はプロピレンオキシド付加
物の（メタ）アクリル酸ジエステル類；等を挙げることができる。さらにはエポキシ（メ
タ）アクリレート類、ウレタン（メタ）アクリレート類、ポリエステル（メタ）アクリレ
ート類も、光重合性多官能モノマーとして、好ましく用いられる。
【００５７】
　これらの中でも、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエステル類が好ましい。さ
らに好ましくは、１分子中に３個以上の（メタ）アクリロイル基を有する多官能モノマー
が好ましい。具体的には、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールエタントリ（メタ）アクリレート、１，２，４－シクロヘキサンテトラ（メタ）ア
クリレート、ペンタグリセロールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ
）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリト
ールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリ
トールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト、トリペンタエリスリトールトリアクリレート、トリペンタエリスリトールヘキサトリ
アクリレート等が挙げられる。
【００５８】
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　多官能モノマーバインダーとしては、各層の屈折率を制御するために、屈折率の異なる
モノマーを用いることができる。特に高屈折率モノマーの例としては、ビス（４－メタク
リロイルチオフェニル）スルフィド、ビニルナフタレン、ビニルフェニルスルフィド、４
－メタクリロキシフェニル－４’－メトキシフェニルチオエーテル等が含まれる。また、
例えば特開２００５－７６００５号、同２００５－３６１０５号の各公報に記載されたデ
ンドリマーや、例えば特開２００５－６０４２５号公報記載のようなノルボルネン環含有
モノマーを用いることもできる。バインダーとして用いられるこれら多官能モノマーや多
官能オリゴマーのバインダーは２種類以上を併用してもよい。
【００５９】
　ここで防眩層の屈折率は、アッベ屈折計で直接測定するか、分光反射スペクトルや分光
エリプソメトリーを測定するなどして定量評価できる。前記微粒子の屈折率は、屈折率の
異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変化させた溶媒中に微粒子を等量分散
して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒の屈折率をアッベ屈折計で測定すること
で測定される。
【００６０】
　これらのエチレン性不飽和基を有するバインダーの重合は、光ラジカル開始剤又は熱ラ
ジカル開始剤の存在下、電離放射線の照射又は加熱により行うことができる。光重合性の
多官能モノマーや多官能オリゴマーの重合反応には、光重合開始剤を用いることが好まし
い。光重合開始剤としては、光ラジカル重合開始剤と光カチオン重合開始剤が好ましく、
特に好ましいのは光ラジカル重合開始剤である。
【００６１】
　本発明にはバインダーとして、ポリマー又は架橋しているポリマーを併用して用いるこ
とができる。架橋しているポリマーはアニオン性基を有するのが好ましい。架橋している
アニオン性基を有するポリマーは、アニオン性基を有するポリマーの主鎖が架橋している
構造を有する。
【００６２】
　ポリマーの主鎖の例には、ポリオレフィン（飽和炭化水素）、ポリエーテル、ポリウレ
ア、ポリウレタン、ポリエステル、ポリアミン、ポリアミド及びメラミン樹脂が含まれる
。ポリオレフィン主鎖、ポリエーテル主鎖及びポリウレア主鎖が好ましく、ポリオレフィ
ン主鎖及びポリエーテル主鎖がさらに好ましく、ポリオレフィン主鎖が最も好ましい。
【００６３】
　防眩層のバインダーには、防眩層の屈折率を制御する目的で、高屈折率モノマー、又は
ＺｒＯ2、ＴｉＯ2、ＳiＯ2などの可視光散乱を生じない無機粒子、すなわち平均粒子サイ
ズが１００ｎｍ以下の無機粒子、又はそれらの両者を加えることができる。無機粒子には
屈折率を制御する効果に加えて、架橋反応による硬化収縮を抑える効果もある。本発明で
は、防眩層形成後において、前記多官能モノマー及び／又は高屈折率モノマー等が重合し
て生成した重合体、その中に分散された無機粒子を含めてバインダーと称する。
【００６４】
　次に本発明の内部ヘイズについて詳述する。
防眩性フィルムの表面及び裏面にシリコーンオイルを数滴添加し、厚さ１ｍｍのガラス板
（「ミクロスライドガラス品番Ｓ９１１１」、ＭＡＴＳＵＮＡＭＩ製）を２枚用いて裏表
より挟んで、完全に２枚のガラス板と得られた防眩性フィルムを密着した状態でＪＩＳ－
Ｋ７１３６に準じてヘイズを測定し、別途測定したガラス板２枚の間にシリコーンオイル
のみを挟みこんで測定したヘイズを引いた値をフィルムの内部ヘイズとして算出した。
【００６５】
　本発明の防眩性フィルムの内部ヘイズは０．１％～２５％であることが、液晶パネルの
ぎらつきが発生せず、コントラストを低下させない点で好ましく、更に好ましくは１％～
２０％であり、特に好ましくは３％～１５％である。
【００６６】
　防眩層の屈折率は、１．４５～１．６であることが好ましく、１．４６～１．５７であ
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ることがより好ましく、１．４７～１．５５であることが特に好ましい。
【００６７】
［低屈折率層］
　本発明においては、前記の防眩層より外側、すなわち透明支持体より遠い側に低屈折率
層を設けることができる。低屈折率層を有することで、防眩性フィルムに反射防止機能を
付与し、さらには防眩性をより高めることができる。低屈折率層の屈折率は前記の防眩層
の屈折率より低く設定することが好ましい。低屈折率層と防眩層との屈折率差が小さすぎ
る場合は反射防止性が低下し、大き過ぎると反射光の色味が強くなる傾向がある。低屈折
率層と防眩層との屈折率差は０．０１以上０．３０以下が好ましく、０．０５以上０．２
０以下がより好ましい。
【００６８】
　低屈折率層は、低屈折率素材を用いて形成することができる。低屈折率素材としては、
低屈折率バインダーを用いることができる。また、バインダーに微粒子を加えて低屈折率
層を形成することもできる。
　また、低屈折率層形成用組成物は後述するオルガノシラン化合物を含有することもでき
る。
【００６９】
　低屈折率バインダーとしては、含フッ素共重合体を好ましく用いることができる。含フ
ッ素共重合体は、含フッ素ビニルモノマーから導かれる構成単位と架橋性付与のための構
成単位を有することが好ましい。
【００７０】
（含フッ素共重合体）
　含フッ素共重合体を主として構成する含フッ素ビニルモノマーとしては、フルオロオレ
フィン類（例えばフルオロエチレン、ビニリデンフルオリド、テトラフルオロエチレン、
ヘキサフルオロプロピレン等）、（メタ）アクリル酸の部分又は完全フッ素化アルキルエ
ステル誘導体類｛例えば「ビスコート６ＦＭ」（商品名）、大阪有機化学工業（株）や“
Ｒ－２０２０”（商品名）、ダイキン工業（株）製等｝、完全又は部分フッ素化ビニルエ
ーテル類等が挙げられるが、好ましくはペルフルオロオレフィン類であり、屈折率、溶解
性、透明性、入手性等の観点から特に好ましくはヘキサフルオロプロピレンである。
【００７１】
　これらの含フッ素ビニルモノマーの組成比を上げれば屈折率を下げることができるが、
皮膜強度は低下する傾向がある。本発明では共重合体のフッ素含率が２０～６０質量％と
なるように含フッ素ビニルモノマーを導入することが好ましく、より好ましくは２５～５
５質量％の場合であり、特に好ましくは３０～５０質量％の場合である。
【００７２】
　架橋反応性付与のための構成単位としては主として以下の（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）で示
される単位が挙げられる。
　（Ａ）：グリシジル（メタ）アクリレート、グリシジルビニルエーテルのように分子内
に予め自己架橋性官能基を有するモノマーの重合によって得られる構成単位、
　（Ｂ）：カルボキシル基やヒドロキシ基、アミノ基、スルホ基等を有するモノマー｛例
えば（メタ）アクリル酸、メチロール（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキル（メタ
）アクリレート、アリルアクリレート、ヒドロキシエチルビニルエーテル、ヒドロキシブ
チルビニルエーテル、マレイン酸、クロトン酸等｝の重合によって得られる構成単位、
　（Ｃ）：分子内に上記（Ａ）、（Ｂ）の官能基と反応する基とそれとは別に架橋性官能
基を有する化合物を、上記（Ａ）、（Ｂ）の構成単位と反応させて得られる構成単位（例
えばヒドロキシル基に対してアクリル酸クロリドを作用させる等の手法で合成できる構成
単位）が挙げられる。
【００７３】
　上記（Ｃ）の構成単位は、その架橋性官能基が光重合性基であることが好ましい。該光
重合性基としては、例えば（メタ）アクリロイル基、アルケニル基、シンナモイル基、シ



(17) JP 5380029 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

ンナミリデンアセチル基、ベンザルアセトフェノン基、スチリルピリジン基、α－フェニ
ルマレイミド基、フェニルアジド基、スルフォニルアジド基、カルボニルアジド基、ジア
ゾ基、ｏ－キノンジアジド基、フリルアクリロイル基、クマリン基、ピロン基、アントラ
セン基、ベンゾフェノン基、スチルベン基、ジチオカルバメート基、キサンテート基、１
，２，３－チアジアゾール基、シクロプロペン基、アザジオキサビシクロ基などを挙げる
ことができ、これらは１種のみでなく２種以上であってもよい。これらのうち、（メタ）
アクリロイル基及びシンナモイル基が好ましく、特に好ましくは（メタ）アクリロイル基
である。
【００７４】
　光重合性基含有共重合体を調製するための具体的な方法としては、下記の方法を挙げる
ことができるが、これらに限定されるものではない。
　ａ．水酸基を含有してなる架橋性官能基含有共重合体に、（メタ）アクリル酸クロリド
を反応させてエステル化する方法、
　ｂ．水酸基を含有してなる架橋性官能基含有共重合体に、イソシアネート基を含有する
(メタ)アクリル酸エステルを反応させてウレタン化する方法、
　ｃ．エポキシ基を含有してなる架橋性官能基含有共重合体に、（メタ）アクリル酸を反
応させてエステル化する方法、
　ｄ．カルボキシル基を含有してなる架橋性官能基含有共重合体に、エポキシ基を含有す
る含有（メタ）アクリル酸エステルを反応させてエステル化する方法。
【００７５】
　なお、上記光重合性基の導入量は任意に調節することができ、塗膜面状安定性・無機粒
子共存時の面状故障低下・膜強度向上などの点からカルボキシル基やヒドロキシル基等を
残していても良い。
　本発明では共重合体中の架橋性付与のための構成単位の導入量が１０～５０モル％であ
ることが好ましく、より好ましくは１５～４５モル％の場合であり、特に好ましくは２０
～４０モル％の場合である。
【００７６】
　本発明における低屈折率層に有用な共重合体では、上記含フッ素ビニルモノマーから導
かれる繰返し単位及び、架橋性付与のための構成単位以外に、基材への密着性、ポリマー
のＴｇ（皮膜硬度に寄与する）、溶媒への溶解性、透明性、滑り性、防塵・防汚性等種々
の観点から、適宜他のビニルモノマーを共重合することもできる。これらのビニルモノマ
ーは、目的に応じて複数を組み合わせてもよく、合計で共重合体中の０～６５モル％の範
囲で導入されていることが好ましく、０～４０モル％の範囲であることがより好ましく、
０～３０モル％の範囲であることが特に好ましい。
【００７７】
　併用可能なビニルモノマー単位には、特に限定はなく、例えばオレフィン類（エチレン
、プロピレン、イソプレン、塩化ビニル、塩化ビニリデン等）、アクリル酸エステル類（
アクリル酸メチル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸２－エチルヘキシ
ル、アクリル酸２‐ヒドロキシエチル）、メタクリル酸エステル類（メタクリル酸メチル
、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル等）、
スチレン誘導体（スチレン、ｐ－ヒドロキシメチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン等）
、ビニルエーテル類（メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、シクロヘキシルビ
ニルエーテル、ヒドロキシエチルビニルエーテル、ヒドロキシブチルビニルエーテル等）
、ビニルエステル類（酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、桂皮酸ビニル等）、不飽和カル
ボン酸類（アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、マレイン酸、イタコン酸等）、アク
リルアミド類（Ｎ、Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－
シクロヘキシルアクリルアミド等）、メタクリルアミド類（Ｎ，Ｎ－ジメチルメタクリル
アミド）、アクリロニトリル等を挙げることができる。
【００７８】
　本発明で特に有用な含フッ素共重合体は、ペルフルオロオレフィンとビニルエーテル類
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又はビニルエステル類のランダム共重合体である。特に単独で架橋反応可能な基｛（メタ
）アクリロイル基等のラジカル反応性基、エポキシ基、オキセタニル基等の開環重合性基
等｝を有していることが好ましい。これらの架橋反応性基含有重合単位はポリマーの全重
合単位の５～７０モル％を占めていることが好ましく、特に好ましくは３０～６０モル％
の場合である。好ましいポリマーについては、特開２００２－２４３９０７号、特開２０
０２－３７２６０１号、特開２００３－２６７３２号、特開２００３－２２２７０２号、
特開２００３－２９４９１１号、特開２００３－３２９８０４号、特開２００４－４４４
４、特開２００４－４５４６２号の各公報に記載のものを挙げることができる。
【００７９】
　また本発明で有用な含フッ素共重合体には、防汚性を付与する目的で、ポリシロキサン
構造が導入されていることが好ましい。ポリシロキサン構造の導入方法に制限はないが、
例えば特開平６－９３１００号、特開平１１－１８９６２１号、同１１－２２８６３１号
、特開２０００－３１３７０９号の各公報に記載のごとく、シリコーンマクロアゾ開始剤
を用いてポリシロキサンブロック共重合成分を導入する方法；特開平２－２５１５５５号
、同２－３０８８０６号の各公報に記載のごとくシリコーンマクロマーを用いてポリシロ
キサングラフト共重合成分を導入する方法が好ましい。特に好ましい化合物としては、特
開平１１－１８９６２１号公報の実施例１、２、及び３のポリマー、又は特開平２－２５
１５５５号公報の共重合体Ａ－２及びＡ－３を挙げることができる。これらのポリシロキ
サン成分は、ポリマー中の０．５～１０質量％であることが好ましく、特に好ましくは１
～５質量％である。
【００８０】
　本発明に好ましく用いることのできる共重合体の好ましい分子量は、質量平均分子量が
５０００以上、好ましくは１００００～５０００００、最も好ましくは１５０００～２０
００００である。平均分子量の異なるポリマーを併用することで塗膜面状の改良や耐傷性
の改良を行うこともできる。
【００８１】
　上記の共重合体に対しては、特開平１０－２５３８８号公報及び特開２０００－１７０
２８号公報に記載のごとく、適宜、重合性不飽和基を有する硬化剤を併用してもよい。ま
た、特開２００２－１４５９５２号公報に記載のごとく、含フッ素の多官能の重合性不飽
和基を有する化合物との併用も好ましい。多官能の重合性不飽和基を有する化合物の例と
しては、前記防眩層で述べた多官能モノマーを挙げることができる。これら化合物は、特
に共重合体本体に重合性不飽和基を有する化合物を用いた場合に耐擦傷性改良に対する併
用効果が大きく好ましい。
【００８２】
　低屈折率層の屈折率は、１．２０～１．４６であることが好ましく、１．２５～１．４
２であることがより好ましく、１．３０～１．３８であることが特に好ましい。また低屈
折率層の厚さは、５０～１５０ｎｍであることが好ましく、７０～１２０ｎｍであること
がさらに好ましい。
【００８３】
（微粒子）
　次に本発明における低屈折率層に好ましく用いることのできる微粒子について説明する
。
【００８４】
　低屈折率層に含まれる微粒子の塗設量は、１～１００ｍｇ／ｍ2が好ましく、より好ま
しくは１～８０ｍｇ／ｍ2、更に好ましくは１～７０ｍｇ／ｍ2である。微粒子の塗設量が
該下限値以上であれば、耐擦傷性の改良効果が明らかに現れ、該上限値以下であれば、低
屈折率層表面に微細な凹凸ができて外観や積分反射率が悪化するなどの不具合が生じない
ので好ましい。該微粒子は、低屈折率層に含有させることから、低屈折率であることが好
ましい。
【００８５】
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　具体的には、低屈折率層に含まれる微粒子は、無機微粒子、中空の無機微粒子、又は中
空の有機樹脂微粒子であって、低屈折率のものがあることが好ましく、中空の無機微粒子
が特に好ましい。無機微粒子としては、例えば、シリカ又は中空シリカの微粒子が挙げら
れる。このような微粒子の平均粒径は、低屈折率層の厚みの３０％以上１００％以下が好
ましく、より好ましくは３０％以上８０％以下、更に好ましくは３５％以上７０％以下で
ある。すなわち、低屈折率層の厚みが１００ｎｍであれば、微粒子の粒径は３０ｎｍ以上
１００ｎｍ以下が好ましく、より好ましくは３０ｎｍ以上８０ｎｍ以下、更に好ましくは
、３５ｎｍ以上７０ｎｍ以下である。
　耐擦傷性の強化を図るためには、防眩性フィルム全層に無機粒子が含まれていることが
好ましく、最も好ましくは、防眩性フィルム全層にシリカ粒子が含まれていることが好ま
しい。
【００８６】
　上記のような（中空）シリカ微粒子は、その粒径が上記下限値以上であれば、耐擦傷性
の改良効果が明らかに現れ、上記上限値以下であれば、低屈折率層表面に微細な凹凸がで
きて外観や積分反射率が悪化するなどの不具合が生じないので好ましい。
【００８７】
　（中空）シリカ微粒子は、結晶質でも、アモルファスのいずれでもよく、また単分散粒
子でも、凝集粒子（この場合は、２次粒子径が、低屈折率層の層厚の３０％～１００％で
あることが好ましい）でも構わない。また、２種類以上の複数の粒子（種類又は粒径）を
用いても構わない。粒子の形状は、球径が最も好ましいが、不定形であっても問題ない。
【００８８】
　低屈折率層の屈折率を低下させるために、中空のシリカ微粒子を用いることが特に好ま
しい。該中空シリカ微粒子は屈折率が１．１７～１．４０、より好ましくは１．１７～１
．３５、さらに好ましくは１．１７～１．３０である。ここでの屈折率は粒子全体として
の屈折率を表し、中空シリカ粒子を形成している外殻のシリカのみの屈折率を表すもので
はない。この時、粒子内の空腔の半径をｒi、粒子外殻の半径をｒoとすると、空隙率ｘは
下記数式（１）で算出される。
【００８９】
　数式（１）：　ｘ＝（４πｒi

3／３）／（４πｒo
3／３）×１００

【００９０】
　空隙率ｘは、好ましくは１０～６０％、さらに好ましくは２０～６０％、最も好ましく
は３０～６０％である。中空のシリカ粒子をより低屈折率に、より空隙率を大きくしよう
とすると、外殻の厚みが薄くなり、粒子の強度としては弱くなるため、耐擦傷性の観点か
ら１．１７未満の低屈折率の粒子は困難である。なお、これら中空シリカ粒子の屈折率は
アッベ屈折率計｛（株）アタゴ製｝にて測定をおこなった。
【００９１】
　本発明においては、防汚性向上の観点から、更に、低屈折率層表面の表面自由エネルギ
ーを下げることが好ましい。具体的には、含フッ素化合物やポリシロキサン構造を有する
化合物を低屈折率層に使用することが好ましい。
【００９２】
　ポリシロキサン構造を有する添加剤としては、反応性基含有ポリシロキサン｛例えば“
ＫＦ－１００Ｔ”，“Ｘ－２２－１６９ＡＳ”，“ＫＦ－１０２”，“Ｘ－２２－３７０
１ＩＥ”，“Ｘ－２２－１６４Ｂ”，“Ｘ－２２－５００２”，“Ｘ－２２－１７３Ｂ”
，“Ｘ－２２－１７４Ｄ”，“Ｘ－２２－１６７Ｂ”，“Ｘ－２２－１６１ＡＳ” （商
品名）、以上、信越化学工業（株）製；“ＡＫ－５”，“ＡＫ－３０”，“ＡＫ－３２”
（商品名）、以上東亜合成（株）製；、「サイラプレーンＦＭ０７２５」，「サイラプレ
ーンＦＭ０７２１」（商品名）、以上チッソ（株）製等｝を添加するのも好ましい。また
、特開２００３－１１２３８３号公報の表２、表３に記載のシリコーン系化合物も好まし
く使用できる。これらのポリシロキサンは低屈折率層全固形分の０．１～１０質量％の範
囲で添加されることが好ましく、特に好ましくは１～５質量％の場合である。
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〔防眩層及び／又は低屈折率層形成用組成物に含有されるその他の成分〕
［オルガノシラン化合物］
　本発明の防眩性フィルムを構成する層のうちの少なくとも１層は、オルガノシラン化合
物の加水分解物及び／又はその部分縮合物の少なくとも１種の成分、いわゆるゾル成分（
以降このように称する場合もある）を用いて形成されることが耐擦傷性の点で好ましい。
特に、低屈折率層を有する防眩性フィルムにおいては、反射防止性能と耐擦傷性を両立さ
せるために、低屈折率層にゾル成分を含有させることが特に好ましい。このゾル成分は、
塗布後、乾燥、加熱工程で縮合して硬化物を形成し、上記低屈折率層のバインダーの一部
となる。また、該硬化物が重合性不飽和結合を有する場合、活性光線の照射により３次元
構造を有するバインダーが形成される。
【００９４】
　オルガノシラン化合物は、下記一般式（１）で表されるものが好ましい。
　一般式（１）：（Ｒ11）m1－Ｓｉ（Ｘ11）4-m1

【００９５】
　上記一般式（１）において、Ｒ11は置換もしくは無置換のアルキル基、又は置換もしく
は無置換のアリール基を表す。アルキル基としては、炭素数１～３０のアルキル基が好ま
しく、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは１～６のものである。アルキル基
の具体例として、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ヘキシル、デシル、ヘキサ
デシル等が挙げられる。アリール基としてはフェニル、ナフチル等が挙げられ、好ましく
はフェニル基である。
【００９６】
　Ｘ11は、水酸基又は加水分解可能な基を表し、例えばアルコキシ基（炭素数１～５のア
ルコキシ基が好ましい。例えばメトキシ基、エトキシ基等が挙げられる）、ハロゲン原子
(例えばＣｌ、Ｂｒ、Ｉ等)、及びＲ12ＣＯＯ（Ｒ12は水素原子又は炭素数１～６のアルキ
ル基が好ましい。例えばＣＨ3ＣＯＯ、Ｃ2Ｈ5ＣＯＯ等が挙げられる）で表される基が挙
げられ、好ましくはアルコキシ基であり、特に好ましくはメトキシ基又はエトキシ基であ
る。ｍ１は１～３の整数を表し、好ましくは１～２である。
【００９７】
　Ｘ11が複数存在するとき、複数のＸ11はそれぞれ同じであっても異なっていてもよい。
Ｒ11に含まれる置換基としては特に制限はないが、ハロゲン原子（フッ素、塩素、臭素等
）、水酸基、メルカプト基、カルボキシル基、エポキシ基、アルキル基（メチル、エチル
、ｉ－プロピル、プロピル、ｔ－ブチル等）、アリール基（フェニル、ナフチル等）、芳
香族ヘテロ環基（フリル、ピラゾリル、ピリジル等）、アルコキシ基（メトキシ、エトキ
シ、ｉ－プロポキシ、ヘキシルオキシ等）、アリールオキシ（フェノキシ等）、アルキル
チオ基（メチルチオ、エチルチオ等）、アリールチオ基（フェニルチオ等）、アルケニル
基（ビニル、１－プロペニル等）、アシルオキシ基（アセトキシ、アクリロイルオキシ、
メタクリロイルオキシ等）、アルコキシカルボニル基（メトキシカルボニル、エトキシカ
ルボニル等）、アリールオキシカルボニル基（フェノキシカルボニル等）、カルバモイル
基（カルバモイル、Ｎ－メチルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル、Ｎ－メチ
ル－Ｎ－オクチルカルバモイル等）、アシルアミノ基（アセチルアミノ、ベンゾイルアミ
ノ、アクリルアミノ、メタクリルアミノ等）等が挙げられ、これら置換基は更に置換され
ていてもよい。Ｒ11は置換アルキル基もしくは置換アリール基であることが好ましい。
【００９８】
　また、下記一般式（２）で表されるビニル重合性の置換基を有するオルガノシラン化合
物も好ましい。
【００９９】
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【化１】

【０１００】
　上記一般式（２）において、Ｒ21は水素原子、メチル基、メトキシ基、アルコキシカル
ボニル基、シアノ基、フッ素原子、又は塩素原子を表す。アルコキシカルボニル基として
は、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基などが挙げられる。水素原子、メチル
基、メトキシ基、メトキシカルボニル基、シアノ基、フッ素原子、及び塩素原子が好まし
く、水素原子、メチル基、メトキシカルボニル基、フッ素原子、及び塩素原子が更に好ま
しく、水素原子及びメチル基が特に好ましい。
【０１０１】
　Ｙ21は単結合もしくは＊－ＣＯＯ－＊＊、＊－ＣＯＮＨ－＊＊又は＊－Ｏ－＊＊を表し
、単結合、＊－ＣＯＯ－＊＊、及び＊－ＣＯＮＨ－＊＊が好ましく、単結合及び＊－ＣＯ
Ｏ－＊＊が更に好ましく、＊－ＣＯＯ－＊＊が特に好ましい。＊は＝Ｃ（Ｒ21）－に結合
する位置を、＊＊はＬ21に結合する位置を表す。
【０１０２】
　Ｌ21は２価の連結鎖を表す。具体的には、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換も
しくは無置換のアリーレン基、内部に連結基（例えば、エーテル、エステル、アミドなど
）を有する置換もしくは無置換のアルキレン基、内部に連結基を有する置換もしくは無置
換のアリーレン基が挙げられ、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置換
のアリーレン基、内部に連結基を有するアルキレン基が好ましく、無置換のアルキレン基
、無置換のアリーレン基、内部にエーテル又はエステル連結基を有するアルキレン基が更
に好ましく、無置換のアルキレン基、内部にエーテル又はエステル連結基を有するアルキ
レン基が特に好ましい。置換基は、ハロゲン、水酸基、メルカプト基、カルボキシル基、
エポキシ基、アルキル基、アリール基等が挙げられ、これら置換基は更に置換されていて
もよい。
【０１０３】
　ａ１（ａ１＝１００－ａ２の数式を満たす数を表す）及びａ２はモル比率を表わし、ａ
２は０～５０の数を表す。ａ２は０～４０の数がより好ましく、０～３０の数が特に好ま
しい。
【０１０４】
　Ｒ22～Ｒ25は、ハロゲン原子、水酸基、無置換のアルコキシ基、又は無置換のアルキル
基が好ましい。Ｒ22～Ｒ24は塩素原子、水酸基、無置換の炭素数１～６のアルコキシ基が
より好ましく、水酸基、炭素数１～３のアルコキシ基が更に好ましく、水酸基もしくはメ
トキシ基が特に好ましい。Ｒ25は水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アルコキシカル
ボニル基、シアノ基、フッ素原子、又は塩素原子を表す。アルキル基はメチル基、エチル
基など、アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、アルコキシカルボニル基とし
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ては、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基などが挙げられる。水素原子、メチ
ル基、メトキシ基、メトキシカルボニル基、シアノ基、フッ素原子、及び塩素原子が好ま
しく、水素原子、メチル基、メトキシカルボニル基、フッ素原子、及び塩素原子が更に好
ましく、水素原子及びメチル基が特に好ましい。Ｒ26は、前述の一般式（１）のＲ11と同
義であり、水酸基もしくは無置換のアルキル基がより好ましく、水酸基もしくは炭素数１
～３のアルキル基が更に好ましく、水酸基もしくはメチル基が特に好ましい。
【０１０５】
　一般式（１）の化合物は２種類以上を併用してもよい。また一般式（２）の化合物は、
一般式（１）の化合物の少なくとも１種類を出発原料として合成される。以下に一般式（
１）の化合物の具体例として、特開２００７－１６４１６６号公報の［００７３］～［０
０７９］に記載の化合物が挙げられる、限定されるものではない。
【０１０６】
　これらのうち、重合性基を含有するオルガノシランとしては（Ｍ－１）、（Ｍ－２）、
及び（Ｍ－２５）が特に好ましい。
【０１０７】
　本発明の効果を得るためには、オルガノシランの加水分解物及び／又はその部分縮合物
における上記ビニル重合性基を含有するオルガノシランの含有量は、３０質量％～１００
質量％が好ましく、５０質量％～１００質量％がより好ましく、７０質量％～９５質量％
が更に好ましい。該ビニル重合性基を含有するオルガノシランの含有量が３０質量％以上
であれば、防眩層及び／又は低屈折率層形成用の塗布液に固形物が生じたり、液が濁った
り、ポットライフが悪化したり、分子量の制御が困難（分子量の増大）であったりするな
ど不都合がなく、また重合性基の含有量が少ないために重合処理を行った場合の性能（例
えば反射防止膜の耐傷性）の向上が得られにくいなどの問題も生じないので好ましい。
【０１０８】
　一般式（２）で表される化合物を合成する場合は、上記ビニル重合性基を含有するオル
ガノシランとして特開２００７－１６４１６６号公報の［００７３］～［００７９］に記
載の（Ｍ－１）、（Ｍ－２）、ビニル重合性基を有さないオルガノシランとして（Ｍ－１
９）～（Ｍ－２１）及び（Ｍ－４８）の中からそれぞれ１種をそれぞれ上記の量を組み合
わせて用いると好ましい。
【０１０９】
［重合開始剤］
（光重合開始剤）
　光ラジカル重合開始剤としては、アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類
、ホスフィンオキシド類、ケタール類、アントラキノン類、チオキサントン類、アゾ化合
物、過酸化物類（特開２００１－１３９６６３号公報等）、２，３－ジアルキルジオン化
合物類、ジスルフィド化合物類、フルオロアミン化合物類、芳香族スルホニウム類、ロフ
ィンダイマー類、オニウム塩類、ホウ酸塩類、活性エステル類、活性ハロゲン類、無機錯
体、クマリン類などが挙げられる。
【０１１０】
市販の光ラジカル重合開始剤としては、日本化薬（株）製の「カヤキュアー（ＤＥＴＸ－
Ｓ，ＢＰ－１００，ＢＤＭＫ，ＣＴＸ，ＢＭＳ，２－ＥＡＱ，ＡＢＱ，ＣＰＴＸ，ＥＰＤ
，ＩＴＸ，ＱＴＸ，ＢＴＣ，ＭＣＡなど）」、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）
製の「イルガキュア（６５１，１８４，５００，８１９，９０７，１２７、３６９，１１
７３，１８７０，２９５９，４２６５，４２６３など）」、サートマー社製の“Ｅｓａｃ
ｕｒｅ（ＫＩＰ１００Ｆ，ＫＢ１，ＥＢ３，ＢＰ，Ｘ３３，ＫＴ０４６，ＫＴ３７，ＫＩ
Ｐ１５０，ＴＺＴ）”等及びそれらの組み合わせが好ましい例として挙げられる。
【０１１１】
　光重合開始剤は、多官能モノマー１００質量部に対して、０．１～１５質量部の範囲で
使用することが好ましく、より好ましくは１～１０質量部の範囲である。
【０１１２】
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（光増感剤）
　光重合開始剤に加えて、光増感剤を用いてもよい。光増感剤の具体例として、ｎ－ブチ
ルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、ミヒラーケトン及びチオキ
サントンなどを挙げることができる。
　更にアジド化合物、チオ尿素化合物、メルカプト化合物などの助剤を１種以上組み合わ
せて用いてもよい。
【０１１３】
　市販の光増感剤としては、日本化薬（株）製の「カヤキュアー（ＤＭＢＩ，ＥＰＡ）」
などが挙げられる。
【０１１４】
（熱開始剤）
　熱ラジカル開始剤としては、有機又は無機の過酸化物、有機アゾ及びジアゾ化合物等を
用いることができる。具体的には、有機過酸化物として過酸化ベンゾイル、過酸化ハロゲ
ンベンゾイル、過酸化ラウロイル、過酸化アセチル、過酸化ジブチル、クメンヒドロぺル
オキシド、ブチルヒドロぺルオキシド、無機過酸化物として、過酸化水素、過硫酸アンモ
ニウム、過硫酸カリウム等、アゾ化合物として２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル
）、２，２’－アゾビス（プロピオニトリル）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサンカ
ルボニトリル）等、ジアゾ化合物としてジアゾアミノベンゼン、ｐ－ニトロベンゼンジア
ゾニウム等が挙げられる。
【０１１５】
［架橋剤（架橋性化合物）］
　本発明の防眩層及び低屈折率層を構成するモノマー又はポリマーバインダーが単独で十
分な硬化性を有しない場合には、架橋性化合物を配合することにより、必要な硬化性を付
与することができる。特に低屈折率層に含有させることが有効である。例えばポリマー本
体に水酸基を含有する場合には、各種アミノ化合物を硬化剤として用いることが好ましい
。架橋性化合物として用いられるアミノ化合物は、例えば、ヒドロキシアルキルアミノ基
及びアルコキシアルキルアミノ基のいずれか一方又は両方を合計で２個以上含有する化合
物であり、具体的には、例えば、メラミン系化合物、尿素系化合物、ベンゾグアナミン系
化合物、グリコールウリル系化合物等を挙げることができる。
【０１１６】
　メラミン系化合物は、一般にトリアジン環に窒素原子が結合した骨格を有する化合物と
して知られているものであり、具体的には、メラミン、アルキル化メラミン、メチロール
メラミン、アルコキシ化メチルメラミン等を挙げることができるが、１分子中にメチロー
ル基及びアルコキシ化メチル基のいずれか一方又は両方を合計で２個以上有するものが好
ましい。
【０１１７】
　具体的には、メラミンとホルムアルデヒドとを塩基性条件下で反応させて得られるメチ
ロール化メラミン、アルコキシ化メチルメラミン、又はそれらの誘導体が好ましく、特に
硬化性樹脂組成物に良好な保存安定性が得られる点、及び良好な反応性が得られる点で、
アルコキシ化メチルメラミンが好ましい。架橋性化合物として用いられるメチロール化メ
ラミン及びアルコシ化メチルメラミンには特に制約はなく、例えば、文献「プラスチック
材料講座［８］ユリア・メラミン樹脂」（日刊工業新聞社）に記載されている方法で得ら
れる各種の樹脂状物の使用も可能である。
【０１１８】
　また、尿素系化合物としては、尿素の他、ポリメチロール化尿素その誘導体であるアル
コキシ化メチル尿素、ウロン環を有するメチロール化ウロン及びアルコキシ化メチルウロ
ン等を挙げることができる。そして、尿素誘導体等の化合物についても、上記の文献に記
載されている各種樹脂状物の使用が可能である。
【０１１９】
（硬化触媒）
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　本発明のフィルムには、硬化を促進する硬化触媒として電離放射線又は熱の照射により
ラジカルや酸を発生する硬化触媒を使用することができる。
【０１２０】
（熱酸発生剤）
　本発明の防眩性フィルムの一例として、加熱することで、含フッ素共重合体の水酸基と
、この水酸基と架橋できる硬化剤との架橋反応で膜を硬化させることができる。この系で
は酸により硬化が促進されるため、硬化性樹脂組成物に、酸性物質を添加することが望ま
しいが、通常の酸を添加すると塗布液中でも架橋反応が進行してしまい、故障（ムラ、ハ
ジキなど）の原因となる可能性もあり、従って、熱硬化系で保存安定性と硬化活性を両立
するために、加熱により酸を発生する化合物を硬化触媒として添加することがより好まし
い。
【０１２１】
　硬化触媒は、酸と有機塩基からなる塩であることが好ましい。酸としては、スルホン酸
、ホスホン酸、カルボン酸など有機酸や硫酸、リン酸のような無機酸が挙げられ、ポリマ
ーに対する相溶性の観点から有機酸がより好ましく、スルホン酸、ホスホン酸が更に好ま
しく、スルホン酸が最も好ましい。好ましいスルホン酸としては、ｐ－トルエンスルホン
酸（ＰＴＳ）、ベンゼンスルホン酸（ＢＳ）、ｐ－ドデシルベンゼンスルホン酸（ＤＢＳ
）、ｐ－クロロベンゼンスルホン酸（ＣＢＳ）、１，４－ナフタレンジスルホン酸（ＮＤ
Ｓ）、メタンスルホン酸（ＭＳＯＨ）、ノナフルオロブタン－１－スルホン酸（ＮＦＢＳ
）などが挙げられ、何れも好ましく用いることができる（( )内は略称）。
【０１２２】
　熱酸発生剤の市販されている材料としては、「キャタリスト４０４０」、「キャタリス
ト４０５０」、「キャタリスト６００」、「キャタリスト６０２」、「キャタリスト５０
０」、「キャタリスト２９６－９」｛以上、日本サイテックインダストリーズ（株）製｝
、“ＮＡＣＵＲＥシリーズ１５５、１０５１、５０７６、４０５４Ｊ”及びそのブロック
タイプの“ＮＡＣＵＲＥシリーズ２５００、５２２５、Ｘ４９－１１０、３５２５、４１
６７”（以上キング社製）などが挙げられる。
【０１２３】
　この熱酸発生剤の使用割合は、硬化性樹脂組成物１００質量部に対して、好ましくは０
．０１～１０質量部、好ましくは０．１～５質量部、さらに好ましくは０．２～３質量分
である。添加量がこの範囲であると、硬化性樹脂組成物の保存安定性が良好で塗膜の耐擦
傷性も良好なものとなる。
【０１２４】
（低屈折率層の形成）
　本発明の防眩性フィルムにおいて、前記低屈折率層は塗布により形成することができ、
前記低屈折率層を形成する塗布液に、皮膜形成成分として、紫外線（ＵＶ）硬化、及び／
又は熱硬化できる官能基を有する透光性樹脂を少なくとも一種有していることが好ましい
｛紫外線（ＵＶ）硬化、及び／又は熱硬化できる官能基を有する透光性樹脂として、好ま
しくは前述の含フッ素共重合体やオルガノシラン化合物等である｝。
【０１２５】
　また、本発明の防眩性フィルムにおいて、前記低屈折率層を形成する塗布液に、皮膜形
成成分として、少なくとも２種以上の透光性樹脂を含み、そのうち少なくとも１種の透光
性樹脂が紫外線（ＵＶ）硬化できる官能基を有し、これとは異なる少なくとも１種の透光
性樹脂が熱硬化できる官能基を有していることが更に好ましい。加えて、前記低屈折率層
を形成する塗布液中に少なくとも１種の重合開始剤、及び、少なくとも1種の熱硬化でき
る架橋剤を含んでいることがなお好ましい。さらに加えて、前記低屈折率層中に、熱硬化
を促進する硬化触媒を含んでいることがなおいっそう好ましい（重合開始剤、熱硬化でき
る架橋剤、及び熱硬化を促進する硬化触媒は、前述のものが好ましく使用できる）。
【０１２６】
　また、本発明の防眩性フィルムにおいて、前記低屈折率層を形成する塗布液中に含まれ
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る、少なくとも紫外線（ＵＶ）硬化できる官能基を有する透光性樹脂と、少なくとも１種
の重合開始剤の質量との総和を、少なくとも１種の熱硬化できる官能基を有する透光性樹
脂と、少なくとも１種の熱硬化できる架橋剤の質量との総和で除した値が、０．０５～０
．１９であることが、耐擦傷性とコストの点で好ましい。より好ましくは０．１０～０．
１９、更に好ましくは０．１５～０．１９である。この数値が０．０５以上であれば、耐
擦傷性が良好になるので好ましく、０．２０以下であれば、ＵＶ硬化成分の比率が適度な
ものとなるため、ＵＶ硬化時の重合効率を高めるための工程条件（ＵＶ硬化時の窒素パー
ジ、膜面温度アップ等）適度のものとなるので好ましい。
【０１２７】
　窒素パージによる、ＵＶ硬化時の酸素濃度は１０００ｐｐｍ以下が好ましく、５００ｐ
ｐｍ以下がより好ましく、１００ｐｐｍ以下が更に好ましく、５０ｐｐｍ以下が最も好ま
しい。また、ＵＶ硬化時の膜面温度は、５０℃以上が好ましく、７０℃以上がより好まし
く、９０℃以上が更に好ましい。該温度が該上限値以下であれば、支持体が軟化してハン
ドリング（搬送）不良を起こすなどの不都合が生じないので、上限温度はこの範囲で決定
されることが好ましい。
【０１２８】
［レベリング剤］
　本発明の少なくとも１層の防眩層に、面状改良（ムラ防止）を目的として各種のレベリ
ング剤を使用することが好ましい。さらに、本発明の低屈折率層に、同じく、ムラ防止を
目的として各種のレベリング剤を使用することが好ましい。
【０１２９】
　レベリング剤としては、具体的にはフッ素系レベリング剤、又はシリコーン系レベリン
グ剤が好ましく、特にフッ素系レベリング剤とシリコーン系レベリング剤の両方を併用す
ることはムラ防止能が高くより好ましい。また、全層にレベリング剤が使用されることが
より好ましい。また、レベリング剤は、低分子化合物よりもオリゴマーやポリマーである
ことが好ましい。
【０１３０】
　レベリング剤を添加すると、塗布された液膜の表面にレベリング剤が速やかに移動して
偏在化し、膜乾燥後もレベリング剤がそのまま表面に偏在することになるので、レベリン
グ剤を添加した防眩層や低屈折率層の膜の表面エネルギーは、レベリング剤によって低下
する。従って、防眩層のムラを防止するという観点からは、防眩層の表面エネルギーが低
いことが好ましい。
【０１３１】
　以下では、防眩層のレベリング剤として好ましいフッ素系レベリング剤について説明す
る。シリコーン系レベリング剤については後述する。
【０１３２】
（フッ素系レベリング剤）
　フッ素系レベリング剤としては、フルオロ脂肪族基を有する重合体が好ましく、さらに
下記（ｉ）のモノマーに相当する繰り返し単位（重合単位）の重合体、又は下記（ｉ）の
モノマーに相当する繰り返し単位（重合単位）及び下記（ｉｉ）のモノマーに相当する繰
り返し単位（重合単位）を含むアクリル樹脂、メタクリル樹脂、及びこれらに共重合可能
なビニル系モノマーとの共重合体が有用である。このような単量体としては、“Ｐｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　２ｎｄ　ｅｄ．”、Ｊ．Ｂｒａｎｄｒｕｐ，Ｗｉｌｅｙ　ｌ
ｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ（１９７５年）刊、第２章，Ｐ．１～４８３記載のものを用いる
ことができ、例えばアクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エ
ステル類、アクリルアミド類、メタクリルアミド類、アリル化合物、ビニルエーテル類、
ビニルエステル類等から選ばれる付加重合性不飽和結合を１個有する化合物等をあげるこ
とができる。
【０１３３】
　（ｉ）下記一般式（４－１）で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマー
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【０１３４】
【化２】

【０１３５】
　上記一般式（４－１）において、Ｒ41は水素原子、ハロゲン原子又はメチル基を表し、
水素原子、メチル基が好ましい。Ｙ41は酸素原子、イオウ原子又は－Ｎ（Ｒ42）－を表し
、酸素原子又は－Ｎ（Ｒ42）－がより好ましく、酸素原子が更に好ましい。Ｒ42は水素原
子又は置換基を有してもよい炭素数１～８のアルキル基を表し、水素原子又は炭素数１～
４のアルキル基がより好ましく、水素原子又はメチル基が更に好ましい。Ｒｆ41は－ＣＦ

3又は－ＣＦ2Ｈを表す。
【０１３６】
　一般式（４－１）中のｍは１～６の整数を表し、１～３がより好ましく、１であること
が更に好ましい。ｎは１～１１の整数を表し、１～９がより好ましく、１～６が更に好ま
しい。Ｒｆ41は－ＣＦ2Ｈが好ましい。
【０１３７】
　またフルオロ脂肪族基を有する（共）重合体中には、一般式（４－１）で表されるフル
オロ脂肪族基含有モノマーから誘導される重合単位が２種類以上構成成分として含まれて
いてもよい。
【０１３８】
　（ｉｉ）上記（ｉ）と共重合可能な下記一般式（４－２）で示されるモノマー
【０１３９】

【化３】

【０１４０】
　上記一般式（４－２）において、Ｒ43は水素原子、ハロゲン原子又はメチル基を表し、
水素原子、メチル基がより好ましい。Ｙ42は酸素原子、イオウ原子又は－Ｎ（Ｒ45）－を
表し、酸素原子又は－Ｎ（Ｒ45）－がより好ましく、酸素原子が更に好ましい。Ｒ45は水
素原子又は炭素数１～８のアルキル基を表し、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基が
より好ましく、水素原子又はメチル基が更に好ましい。Ｒ44は、置換基を有してもよい炭
素数１～６０の直鎖、分岐状、又は環状のアルキル基、又は置換基を有していてもよい芳
香族基（例えば、フェニル基又はナフチル基）を表す。該アルキル基はポリ（アルキレン
オキシ）基を含んでもよい。さらに、炭素数１～２０の直鎖、分岐状又は環状のアルキル
基がより好ましく、炭素数１～１０の直鎖、分岐状のアルキル基が極めて好ましい。好ま
しいフルオロ脂肪族基を有する（共）重合体の製造に用いられる上記一般式（４－１）で
示されるフルオロ脂肪族基含有モノマーの量は、該共重合体の単量体全量に基づいて、１
０質量％以上であり、好ましくは５０質量％以上であり、より好ましくは７０～１００質
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量％であり、さらに好ましくは８０～１００質量％の範囲である。
【０１４１】
　以下、好ましいフルオロ脂肪族基を有する（共）重合体の具体的な構造例としては、特
開２００７－７２１００号公報［０１５８］～［０１６０］に記載のものが挙げられるが
この限りではない。
【０１４２】
　フルオロ脂肪族基を有する（共）重合体を構成するフルオロ脂肪族基含有モノマーの重
合単位の量は、１０質量％を超えることが好ましく、５０～１００質量％であることがよ
り好ましく、防眩層のムラを防止するという観点を重視すれば、７５～１００質量％であ
ることが最も好ましく、防眩層の上に低屈折率層を塗布する場合は、５０～７５質量％で
あることが最も好ましい。（フルオロ脂肪族基を有する（共）重合体を構成する全重合単
位で記載した）
【０１４３】
（シリコーン系レベリング剤）
　次に、シリコーン系レベリング剤について、説明する。
　シリコーン系化合物の好ましい例としては、ジメチルシリルオキシ単位を繰り返し単位
として複数個含む、化合物鎖の末端及び／又は側鎖に置換基を有するものが挙げられる。
ジメチルシリルオキシを繰り返し単位として含む化合物鎖中にはジメチルシリルオキシ以
外の構造単位を含んでもよい。置換基は同一であっても異なっていてもよく、複数個ある
ことが好ましい。好ましい置換基の例としてはポリエーテル基、アルキル基、アリール基
、アリールオキシ基、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、アリール基、シン
ナモイル基、エポキシ基、オキセタニル基、水酸基、フルオロアルキル基、ポリオキシア
ルキレン基、カルボキシル基、アミノ基などを含む基が挙げられる。
【０１４４】
　分子量に特に制限はないが、１０万以下であることが好ましく、５万以下であることが
より好ましく、１０００～３００００であることが特に好ましく、１０００～２００００
であることが最も好ましい。
【０１４５】
　シリコーン系化合物のシリコーン原子含有量には特に制限はないが１８．０質量％以上
であることが好ましく、２５．０～３７．８質量％であることが特に好ましく、３０．０
～３７．０質量％であることが最も好ましい。
【０１４６】
　好ましいシリコーン系化合物の例としては、信越化学工業（株）製の“Ｘ－２２－１７
４ＤＸ”、“Ｘ－２２－２４２６”、“Ｘ－２２－１６４Ｂ”、“Ｘ２２－１６４Ｃ”、
“Ｘ－２２－１７０ＤＸ”、“Ｘ－２２－１７６Ｄ”、“Ｘ－２２－１８２１”（以上商
品名）；チッソ（株）製の“ＦＭ－０７２５”、“ＦＭ－７７２５”、“ＦＭ－４４２１
”、“ＦＭ－５５２１”、“ＦＭ－６６２１”、“ＦＭ－１１２１”（以上商品名）；Ｇ
ｅｌｅｓｔ製の“ＤＭＳ－Ｕ２２”、“ＲＭＳ－０３３”、“ＲＭＳ－０８３”、“ＵＭ
Ｓ－１８２”、“ＤＭＳ－Ｈ２１”、“ＤＭＳ－Ｈ３１”、“ＨＭＳ－３０１”、“ＦＭ
Ｓ１２１”、“ＦＭＳ１２３”、“ＦＭＳ１３１”、“ＦＭＳ１４１”、“ＦＭＳ２２１
”（以上商品名）；東レ・ダウコーニング（株）製の“ＳＨ２００”、“ＤＣ１１ＰＡ”
、“ＳＨ２８ＰＡ”、“ＳＴ８０ＰＡ”、“ＳＴ８６ＰＡ”、“ＳＴ９７ＰＡ”、“ＳＨ
５５０”、“ＳＨ７１０”、“Ｌ７６０４”、“ＦＺ－２１０５”、“ＦＺ２１２３”、
“ＦＺ２１６２”、“ＦＺ－２１９１”、“ＦＺ２２０３”、“ＦＺ－２２０７”、“Ｆ
Ｚ－３７０４”、“ＦＺ－３７３６”、“ＦＺ－３５０１”、“ＦＺ－３７８９”、“Ｌ
－７７”、“Ｌ－７２０”、“Ｌ－７００１”、“Ｌ－７００２”、“Ｌ－７６０４”、
“Ｙ－７００６”、“ＳＳ－２８０１”、“ＳＳ－２８０２”、“ＳＳ－２８０３”、“
ＳＳ－２８０４”、“ＳＳ－２８０５”（以上商品名）；ＧＥ東芝シリコーン（株）製の
“ＴＳＦ４００”、“ＴＳＦ４０１”、“ＴＳＦ４１０”、“ＴＳＦ４３３”、“ＴＳＦ
４４５０”、“ＴＳＦ４４６０”（以上商品名）；などが挙げられるがこれらに限定され
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るものではない。
【０１４７】
　塗布液に対する上記含フッ素系レベリング剤、シリコーン系レベリング剤の添加量は、
０．００１～１．０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．０１質量％～０．
２質量％である。
【０１４８】
［低屈折率層の塗布液溶媒］
　本発明の防眩性フィルムの低屈折率層の塗布液溶媒は、低屈折率層の乾燥ムラを抑える
ため、沸点１２０℃以下の低沸点溶媒を、低屈折率層の塗布液溶媒全質量の５０質量％～
１００質量％、好ましくは７０質量％～１００質量％、さらに９０質量％～１００質量％
含んでいることが好ましい。後述する本発明試料の低屈折率層の溶媒組成を上記のように
変えることで、低屈折率層の面状評価にて、この効果が確認できた。具体的な塗布液溶媒
としては、低屈折率層中の含フッ素ポリマーの溶解性がよい、メチルエチルケトン、メチ
ルイソブチルケトン、トルエンが代表例である。
【０１４９】
［防眩層の増粘剤］
　防眩層には、塗布液の粘度を調整するために増粘剤を用いてもよい。
　増粘させることにより、含有する粒子の沈降を抑えたり、ムラ防止の効果を期待できる
。ここでいう増粘剤とは、それを添加することにより液の粘度が増大するものを意味し、
添加することにより塗布液の粘度が上昇する大きさとして好ましくは０．０５～５０ｃＰ
であり、さらに好ましくは１～５０ｃＰであり、最も好ましくは２～５０ｃＰである。
【０１５０】
　増粘剤として用いられる高分子ポリマーは、フッ素原子及び／又は珪素原子を実質的に
含まないことが好ましい。ここでいう「実質的に」とは高分子ポリマー質量中フッ素原子
及び／又は珪素原子の含有量が０．１質量％以下、好ましくは０．０１質量％以下という
意味である。
【０１５１】
　このような増粘剤としては高分子ポリマーが好ましく、具体的に以下のものが挙げられ
るが、これに限定されない。
　高分子ポリマー増粘剤：
　ポリアクリル酸エステル、
　ポリメタクリル酸エステル、
　ポリ酢酸ビニル、
　ポリプロピオン酸ビニル、
　ポリビニルブチレート、
　ポリビニルブチラール、
　ポリビニルホルマール、
　ポリビニルアセタール、
　ポリビニルプロパナール、
　ポリビニルヘキサナール、
　ポリビニルピロリドン、
　セルロースアセテート、
　セルロースプロピオネート、
　セルロースアセテートブチレート。
【０１５２】
　この中で、特にポリメタクリル酸エステル（具体的にはポリメタクリル酸メチル、ポリ
メタクリル酸エチル）、ポリ酢酸ビニル、ポリプロピオン酸ビニル、セルロースプロピオ
ネート、セルロースアセテートブチレートが好ましい。
　また、これらの質量平均分子量としては１０万～１００万のものが好ましい。
【０１５３】
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　この他にも、特開平８－３２５４９１号公報記載のスメクタイト、フッ素四珪素雲母、
ベントナイト、シリカ、モンモリロナイト及びポリアクリル酸ナトリウム、特開平１０－
２１９１３６号公報記載のエチルセルロース、ポリアクリル酸、有機粘土など、公知の粘
度調整剤やチキソトロピー性付与剤を使用することができる。
【０１５４】
〔透明支持体〕
　本発明の防眩性フィルムの透明支持体としては、プラスチックフィルムを用いることが
好ましい。プラスチックフィルムを形成するポリマーとしては、セルロースエステル｛例
えば、トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、代表的には富士フイルム（株）
製“ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ”，“ＴＤ８０ＵＦ”など｝、ポリアミド、ポリカーボネート、
ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート）、ポ
リスチレン、ポリオレフィン、ノルボルネン系樹脂｛「アートン」（商品名）、ＪＳＲ（
株）製｝、非晶質ポリオレフィン｛「ゼオネックス」（商品名）、日本ゼオン（株）製｝
、などが挙げられる。このうちトリアセチルセルロース、ポリエチレンテレフタレート、
ポリエチレンナフタレート、が好ましく、特にトリアセチルセルロースが好ましい。また
、ジクロロメタン等のハロゲン化炭化水素を実質的に含まないセルロースアシレートフィ
ルム及びその製造法については発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５号、２０
０１年３月１５日発行、以下公開技報２００１－１７４５号と略す）に記載されており、
ここに記載されたセルロースアシレートも本発明に好ましく用いることができる。
【０１５５】
　透明支持体の厚みは、薄手化ニーズへの対応と、ハンドリング（搬送適性）より、２０
～２００μｍが好適であり、好ましくは３０～１００μｍであり、さらに好ましくは３５
～９０μｍ、最も好ましくは４０～８０μｍである。
【０１５６】
　透明支持体の幅は任意のものを使うことができるが、画像表示装置の大型化への対応と
、ハンドリング（搬送適性）、得率、生産性の点から通常は１００～５０００ｍｍのもの
が用いられ、８００～３０００ｍｍであることが好ましく、１０００～２０００ｍｍであ
ることがさらに好ましい。
【０１５７】
〔防眩性フィルムの特性〕
　本発明の防眩性フィルムの全光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ－７３１６に準じて測定される
。全光線透過率は８５％以上であることが正面コントラストの点で好ましい。更に好まし
くは９０％以上であり、特に好ましくは９２％以上である。
【０１５８】
　本発明の防眩性フィルム表面の、２５℃、６０％ＲＨ環境下で測定した純水に対する接
触角は、９０゜以上であることが防汚性の点で好ましい。更に好ましくは９５゜以上であ
り、特に好ましくは１００゜以上である。また、偏光板加工時に必要となる鹸化処理（後
述）前後での接触角の変化が５°以下が好ましく、更に好ましくは３°以下であり、最も
好ましくは１°以下である。
【０１５９】
［帯電防止層］
　本発明の防眩性フィルムには、導電性を付与するために、各種の導電性粒子を含む帯電
防止層を設けることもできる。
【０１６０】
　本発明の防眩性フィルム表面の動摩擦係数は、０．３以下が耐擦傷性向上（応力集中防
止）の点で好ましい。より好ましくは、０．２以下、更に好ましくは０．１以下である。
【０１６１】
　本発明の防眩性フィルムにおいて、４５０ｎｍ～６５０ｎｍの波長領域での、５°正反
射率の平均値をＡ、積分反射率の平均値をＢとしたとき、Ｂが３％以下であり、Ｂ－Ａが
１．５％以下であることが、明室環境下での黒表示の締まりや明室コントラスト向上の点
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で好ましい。Ｂは２％以下がより好ましく、さらに１％以下が好ましい。また、Ｂ－Ａは
１％以下がより好ましく、さらに０．５％以下が好ましい。
【０１６２】
　５°正反射率と積分反射率の平均値の測定は以下の通りである。
　鏡面反射率の測定は、分光光度計“Ｖ－５５０”［日本分光（株）製］にアダプター“
ＡＲＶ－４７４”を装着して、３８０～７８０ｎｍの波長領域において、入射角５°にお
ける出射角－５゜の鏡面反射率を測定し、４５０～６５０ｎｍの平均の鏡面反射率を算出
した。積分反射率の測定は、分光光度計“Ｖ－５５０”［日本分光（株）製］にアダプタ
ー“ＩＬＶ－４７１”を装着して、３８０～７８０ｎｍの波長領域において、入射角５°
における積分反射率を測定し、４５０～６５０ｎｍの平均の積分反射率を算出した。
【０１６３】
　防眩性フィルムの表面強度は、鉛筆硬度試験で、Ｈ以上であることが好ましく、２Ｈ以
上であることがさらに好ましく、３Ｈ以上であることが最も好ましい。
　さらに、ＪＩＳ　Ｋ－５４００に従うテーバー試験で、試験前後の試験片の摩耗量が少
ないほど好ましい。
【０１６４】
〔防眩性フィルムの作製方法〕
　本発明の防眩性フィルムは、以下の方法で形成することができるが、これらに制限され
るものではない。
【０１６５】
［濾過］
　塗布に用いる塗布液は塗布前に濾過することが好ましい。濾過のフィルタは、塗布液中
の成分が除去されない範囲でできるだけ孔径の小さいものを使うことが好ましい。濾過に
は、絶対濾過精度０．１～５０μｍ、さらには絶対濾過精度０．１～４０μｍであるフィ
ルタが好ましく用いられる。フィルタの厚さは、０．１～１０ｍｍが好ましく、更には０
．２～２ｍｍが好ましい。その場合、濾過圧力は１．５ＭＰａ以下、より好ましくは１．
０ＭＰａ以下、更には０．２ＭＰａ以下で濾過することが好ましい。
【０１６６】
［塗布前の処理］
　本発明で使用する透明支持体は、塗布前に、ベース変形の矯正のための加熱処理、又は
、塗工性改良や塗設層との接着性改良のための表面処理を施すことが好ましい。表面処理
の具体的方法としては、コロナ放電処理、グロー放電処理、火炎処理、酸処理、アルカリ
処理又は紫外線照射処理が挙げられる。また、特開平７－３３３４３３号公報に記載のよ
うに、下塗り層を設けることも好ましく利用される。
【０１６７】
［塗布］
　本発明のフィルムの各層は以下の塗布方法により形成することができるが、この方法に
制限されない。ディップコート法、エアーナイフコート法、カーテンコート法、ローラー
コート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法やエクストルージョンコート法（ダ
イコート法）（米国特許第２６８１２９４号明細書、国際公開第２００５／１２３２７４
号パンフレット参照）、マイクログラビアコート法等の公知の方法が用いられ、その中で
もマイクログラビアコート法、ダイコート法が好ましい。
【０１６８】
　本発明のフィルムを高い生産性で供給するために、エクストルージョン法（ダイコート
法）が好ましく用いられる。特に特開２００６－１２２８８９号公報に記載のエクストル
ージョン法により、特に好ましく塗布が可能である。
【０１６９】
　ダイコート法は、前計量方式であるために安定した膜厚の確保が容易である。低塗布量
の塗布液に対して、この塗布方式は、高速で膜厚安定性よく塗布が可能である。他の塗布
方式でも塗布は可能であるが、ディップコート法は液受け槽中の塗布液振動が不可避であ



(31) JP 5380029 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

り、段状のムラが発生しやすい。リバースロールコート法では、塗布に関連するロールの
偏芯やたわみにより、段状のムラが発生しやすい。また、これらの塗布方式は後計量方式
であるため、安定した膜厚の確保が容易ではない。該ダイコート法を用い、２５ｍ／分以
上で塗布することが生産性の面から好ましい。
【０１７０】
［乾燥］
　本発明のフィルムは、透明支持体上に直接又は他の層を介して塗布された後、溶媒を乾
燥するために加熱されたゾーンにウェブで搬送されることが好ましい。
　溶媒を乾燥する方法としては、各種の知見を利用することができる。具体的な知見とし
ては、特開２００１－２８６８１７号公報、同２００１－３１４７９８号公報、同２００
３－１２６７６８号公報、同２００３－３１５５０５号公報、同２００４－３４００２号
公報などの記載技術が挙げられる。
【０１７１】
［硬化］
　本発明の防眩性フィルムは、溶媒の乾燥の後に、ウェブとして電離放射線及び／又は熱
により各塗膜を硬化させるゾーンを通過させ、塗膜を硬化することができる。本発明にお
ける電離放射線種は紫外線、電子線が好ましく、特に取り扱いが簡便で高エネルギーが容
易に得られるという点で紫外線が好ましい。
【０１７２】
　紫外線硬化性化合物を光重合させる紫外線の光源としては、紫外線を発生する光源であ
れば何れも使用できる。例えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、
カーボンアーク灯、メタルハライドランプ、キセノンランプ等を用いることができる。ま
た、ＡｒＦエキシマレーザ、ＫｒＦエキシマレーザ、エキシマランプ又はシンクロトロン
放射光等も用いることができる。このうち、超高圧水銀灯、高圧水銀灯、低圧水銀灯、カ
ーボンアーク、キセノンアーク、メタルハライドランプを好ましく利用できる。
【０１７３】
　照射条件はそれぞれのランプによって異なるが、照射光量は１０ｍＪ／ｃｍ2以上が好
ましく、更に好ましくは、５０～１００００ｍＪ／ｃｍ2であり、特に好ましくは、５０
～２０００ｍＪ／ｃｍ2である。その際、ウェブの幅方向の照射量分布は中央の最大照射
量に対して両端まで含めて５０～１００％の分布が好ましく、８０～１００％の分布がよ
り好ましい。
【０１７４】
　本発明では、透明支持体上に積層された少なくとも一層を、電離放射線を照射しかつ電
離放射線照射開始から０．５秒以上の間、膜面温度５０℃以上に加熱した状態で、酸素濃
度１０００ｐｐｍ、好ましくは５００ｐｐｍ、さらに好ましくは、１００ｐｐｍ、最も好
ましくは５０ｐｐｍ以下の雰囲気で電離放射線を照射する工程によって硬化することが好
ましい。
【０１７５】
　また電離放射線照射と同時及び／又は連続して、低酸素濃度の雰囲気で加熱されること
も好ましい。特に最外層であり、且つ膜厚が薄い低屈折率層がこの方法で硬化されること
が好ましい。硬化反応が熱で加速され、物理強度、耐薬品性に優れた皮膜を形成すること
ができる。
【０１７６】
　本発明では、透明支持体上に積層された少なくとも一層を、複数回の電離放射線により
硬化することができる。この場合、少なくとも２回の電離放射線が酸素濃度１０００ｐｐ
ｍを超えることのない連続した反応室で行われることが好ましい。複数回の電離放射線照
射を同一の低酸素濃度の反応室で行うことにより、硬化に必要な反応時間を有効に確保す
ることができる。特に高生産性のため製造速度をあげた場合には、硬化反応に必要な電離
放射線のエネルギーを確保するために複数回の電離放射線照射が必要となる。
【０１７７】



(32) JP 5380029 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

　また、硬化率（１００－残存官能基含率）が１００％未満のある値となった場合、その
上に層を設けて電離放射線及び／又は熱による硬化を施した際に、下層の硬化率が上層を
設ける前よりも高くなって、下層と上層との間の密着性が改良されるので好ましい。
【０１７８】
［ハンドリング］
　本発明の防眩性フィルムを連続的に製造するためには、ロール状の透明支持体フィルム
を連続的に送り出す工程、塗布液を塗布・乾燥する工程、塗膜を硬化する工程、硬化した
層を有する該支持体フィルムを巻き取る工程が行われる。
【０１７９】
＜光学補償領域＞
　本発明の液晶表示装置の光学補償領域について説明する。
　本発明の液晶表示装置は第１偏光膜と液晶セルの間に光学補償領域を有する。前記、光
学補償領域は下記式（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たす少なくとも１つの第１位相差領域
を含むことが好ましい。
（Ａ）１００ｎｍ≦Ｒｅ≦４００ｎｍ、且つ－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５０ｎｍ
（Ｂ）６０ｎｍ≦Ｒｅ≦２００ｎｍ、且つ３０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦１００ｎｍ
（Ｃ）０ｎｍ≦Ｒｅ≦２０ｎｍ、且つ－４００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦－５０ｎｍ
（Ｄ）３０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５０ｎｍ、且つ１００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦４００ｎｍ
（ここでＲｅは面内のレターデーション、Ｒｔｈは厚み方向のレターデーションである。
）
【０１８０】
　更に、本発明の液晶表示装置は以下に説明する第１または第２の実施形態であることが
より好ましく、第２の実施形態が特に好ましい。
【０１８１】
＜第１の実施形態＞
　以下、図面を用いて本発明の実施の形態を詳細に説明する。図５は、本発明の液晶表示
装置の画素領域例を示す模式図である。図６及び図７は、本発明の液晶表示装置の第１の
実施形態の模式図である。
　図６に示す液晶表示装置は、偏光膜１０３、１０８と、第１位相差領域１１１と、液晶
セル１０６からなる。偏光膜１０３、１０８は、それぞれ保護膜１０１と１０４及び１０
７と１１０によって挟持されている。
　本発明では保護膜１０１が第１保護膜であり、保護膜１１０が第２保護膜であり、第１
保護膜と第２保護膜のいずれかに防眩層が塗設されている。第１保護膜１０１に防眩層が
塗設されている場合は、第１保護膜１０１が視認側になり、第２保護膜１１０が背面側に
なる。また、第２保護膜１１０に防眩層が塗設されている場合は、第２保護膜１１０が視
認側となり、第１保護膜１０１が背面側となる。
【０１８２】
　図６の液晶表示装置では、液晶セル１０６は、基板（図６中不図示）と液晶層（図６中
不図示）からなる。液晶層の厚さｄ（μｍ）と屈折率異方性Δｎとの積Δｎ・ｄは透過モ
ードにおいて、ねじれ構造を持たないＩＰＳ型では０．２～０．４μｍの範囲が最適値と
なる。この範囲では白表示輝度が高く、黒表示輝度が小さいことから、明るくコントラス
トの高い表示装置が得られる。基板の液晶層に接触する表面には、配向膜（図６中不図示
）が形成されていて、液晶分子を基板の表面に対して略平行に配向させるとともに配向膜
上に施されたラビング処理方向により、電圧無印加状態もしくは低印加状態における液晶
分子配向方向が制御されていて、遅相軸１０５の方向が決定されている。また、基板の内
面には、液晶分子に電圧印加可能な電極（図６中不図示）が形成されている。
【０１８３】
　図５に、液晶セル１０６の１画素領域中の液晶分子の配向を模式的に示す。図５は、液
晶セル１０６の１画素に相当する程度の極めて小さい面積の領域中の液晶分子の配向を、
液晶セル内の、一対の基板の内面に形成された配向膜のラビング方向２０４、及び一対の
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基板の内面に形成された液晶分子に電圧印加可能な電極２０２及び２０３とともに示した
模式図である。電界効果型液晶として正の誘電異方性を有するネマチック液晶を用いてア
クティブ駆動を行った場合の、電圧無印加状態若しくは低印加状態での液晶分子配向方向
は２０５ａ及び２０５ｂであり、この時に黒表示が得られる。電極２０２及び２０３間に
印加されると、電圧に応じて液晶分子は２０６ａ及び２０６ｂ方向へとその配向方向を変
える。通常、この状態で明表示を行なう。
　また、本発明に用いられる液晶セルはＩＰＳモードに限定されることなく、黒表示時に
液晶分子が前記一対の基板の表面に対して実質的に平行に配向する液晶表示装置であれば
、いずれも好適に用いることができる。この例としては強誘電性液晶表示装置、反強誘電
性液晶表示装置、ＥＣＢ型液晶表示装置がある。
【０１８４】
　再び図６において、偏光膜１０３の吸収軸１０２と偏光膜１０８の吸収軸１０９は直交
して配置される。また第１位相差領域１１１は、その遅相軸１１２は偏光膜１０３の吸収
軸１０２と直交に配置される。さらに、偏光膜１０３の吸収軸１０２と、黒表示時の液晶
セルの遅相軸１０５とは平行であり、即ち、第１位相差領域１１１の遅相軸１１２と黒表
示時の液晶セルの遅相軸１０５とは直交である。本態様では、後述する特定の光学特性を
示す第１位相差領域１１１を配置することで、液晶セルの視野角特性を改善している。
【０１８５】
　図６に示す液晶表示装置では、偏光膜１０３は二枚の保護膜１０１と１０４に狭持され
た構成を示しているが、保護膜１０４はなくてもよい。但し、保護膜１０４を配置しない
場合は、第１位相差領域は後述する特定の光学特性を有するとともに、偏光膜１０３を保
護する機能を兼ね備えている必要がある。保護膜１０４を配置する場合は、保護膜の厚み
方向のレターデーションＲｔｈは４０ｎｍ以下であることが好ましい。また、偏光膜１０
８も二枚の保護膜１１０と１０７に狭持されているが、液晶セル１０６に近い側の保護膜
１０７はなくてもよい。保護膜１０７を配置する場合は、該保護膜の厚み方向のレターデ
ーションＲｔｈの好ましい範囲は、保護膜１０４と同様である。また、保護膜１０４と保
護膜１０７は、その厚みが薄いのが好ましく、具体的には６０μｍ以下であるのが好まし
い。
【０１８６】
　本発明の他の実施形態を図７に示す。図７中、図６と同一の部材については同一符号を
付し、詳細な説明は省略する。図７に示す液晶表示装置では、第１位相差領域１１１の遅
相軸の方向１１２のみが、図６に示す液晶表示装置と異なる。この構成では第１位相差領
域１１１は、その遅相軸は偏光膜１０３の吸収軸１０２と平行に配置される。さらに、偏
光膜１０３の吸収軸１０２と、黒表示時の液晶セルの遅相軸１０５とは平行であり、即ち
、第１位相差領域１１１の遅相軸１１２と黒表示時の液晶セルの遅相軸１０５とは平行で
ある。本態様では、後述する特定の光学特性を示す第１位相差領域１１１を配置すること
で、液晶セルの視野角特性を改善している。
【０１８７】
　図７の液晶表示装置においても、上記と同様、保護膜１０１が第１保護膜であり、保護
膜１１０が第２保護膜であり、第１保護膜と第２保護膜のいずれかに防眩層が塗設されて
おり、防眩層が塗設されている側の保護膜が視認側であり、もう一方の保護膜が背面側で
ある。また、保護膜１０４または、保護膜１０７はなくてもよい。保護膜１０４および／
または保護膜１０７を配置する場合は、該保護膜の厚み方向のレターデーションＲｔｈは
、４０ｎｍ以下であることが好ましい。また、保護膜１０４および保護膜１０７はその厚
みが薄いのが好ましく、具体的には６０μｍ以下であるのが好ましい。
【０１８８】
　本発明の液晶表示装置は、図５～図７に示す構成に限定されず、他の部材を含んでいて
もよい。例えば、液晶層と偏光膜との間にカラーフィルターを配置してもよい。透過型と
して使用する場合は、冷陰極あるいは熱陰極蛍光管、あるいは発光ダイオード、フィール
ドエミッション素子、エレクトロルミネッセント素子を光源とするバックライトを背面に
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配置することができる。
【０１８９】
　以下、本発明の液晶表示装置に使用可能な種々の部材の好ましい光学特性や部材に用い
られる材料、その製造方法等について、詳細に説明する。
【０１９０】
［第１位相差領域］
　本発明の図６または図７に示した第１の実施形態の液晶表示装置では、第１位相差領域
は、（Ａ）の条件を満たす。即ち、面内のレターデーションＲｅが、１００ｎｍ～４００
ｎｍであり、且つ厚み方向のレターデーションＲｔｈは－５０ｎｍ～５０ｎｍである。
　斜め方向の光漏れを効果的に低減するためには、第１位相差領域のＲｅは、１０５ｎｍ
～２５０ｎｍであるのがより好ましく、１１０ｎｍ～１９０ｎｍであるのがさらに好まし
い。また、値Ｎｚが０．４５～０．５５であることが好ましく、０．４８～０．５２であ
ることがより好ましい。
【０１９１】
　このような光学特性を有する位相差フィルムとしては、例えば、高分子ポリマーフィル
ムの複屈折フィルム、液晶ポリマーの配向フィルムなどが挙げられる。
【０１９２】
　高分子ポリマーとしては、たとえば、ポリスチレン、ポリカーボネート、ポリプロピレ
ン等のポリオレフィン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポ
リエステル、ポリノルボルネン等の脂環式ポリオレフィン、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラール、ポリメチルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒ
ドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリア
リレート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフ
ェニレンオキサイド、ポリアリルスルホン、ポリアミド、ポリイミド、ポリ塩化ビニル、
セルロース系重合体、又はこれらの二元系、三元系各種共重合体、グラフト共重合体、ブ
レンド物などがあげられる。位相差フィルムは、高分子ポリマーフィルムを面方向に二軸
に延伸する方法、面方向に一軸又は二軸に延伸し、厚さ方向にも延伸する方法等により厚
さ方向の屈折率を制御することにより得られる。また高分子ポリマーフィルムに熱収縮フ
ィルムを接着して加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延伸処理又は／及
び収縮処理して傾斜配向させる方法等により得られる。
【０１９３】
　液晶性ポリマーとしては、たとえば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メ
ソゲン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の各種のものなどがあげら
れる。主鎖型の液晶性ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサ部でメソゲ
ン基を結合した構造の、例えばネマチック配向性のポリエステル系液晶性ポリマー、ディ
スコティックポリマーやコレステリックポリマーなどがあげられる。側鎖型の液晶性ポリ
マーの具体例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレート又はポ
リマロネートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサ部を介してネ
マチック配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどがあ
げられる。これら液晶性ポリマーの配向フィルムは、たとえば、ガラス板上に形成したポ
リイミドやポリビニルアルコール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化珪素を斜
方蒸着したものなどの配向処理面上に液晶性ポリマーの溶液を展開して熱処理することに
より、液晶ポリマーを配向させたもの、特に傾斜配向させたものが好ましい。
【０１９４】
　中でも、セルロースアシレートフィルムのようなセルロースエステルフィルム、ノルボ
ルネン系フィルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリエステル系フィルム及びポリサル
フォン系フィルムのいずれかであるのが好ましい。
【０１９５】
　位相差フィルムの厚みは１～３００μｍが好ましく、１０～２００μｍがより好ましく
、２０～１５０μｍがさらに好ましい。
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【０１９６】
＜第２の実施の形態＞
　以下、図面を用いて本発明、第２の実施形態のついて詳細に説明する。図８および図９
は、本発明、第２の実施形態の液晶表示装置の模式図である。
　図８に示す液晶表示装置は、偏光膜１０３及び１０８と、第１位相差領域１１１と、第
２位相差領域１１３と、基板と、該基板に挟持される液晶層とを有する。液晶セルの構成
及び液晶層の一画素領域中の液晶分子の配向状態については、上記本発明の液晶表示装置
の、第１の実施形態と同様である。
　偏光膜１０３および１０８は、それぞれ保護膜１０１と１０４及び１０７と１１０によ
って挟持されている。偏光膜１０３の吸収軸１０２と、偏光膜１０８の透過軸１０９は直
交して配置されている。第１位相差領域１１１の遅相軸１１２は、偏光膜１０３の吸収軸
に直交しており、黒表示時の液晶セルの遅相軸方向１０６に平行である。
　図８に示す液晶表示装置では、偏光膜１０３が二枚の保護膜１０１と１０４に狭持され
た構成を示しているが、保護膜１０４はなくてもよい。また、偏光膜１０８も二枚の保護
膜１０７と１１０に狭持されているが、液晶層１０８に近い側の保護膜１０７はなくても
よい。
　第２の態様においても、第１保護膜１０１、第２保護膜１１０のうちのいずれかに防眩
層が塗設されており、防眩層が塗設されている保護膜が視認側であり、もう一方の保護膜
が背面側である。なお、第１保護膜１０１に防眩層が塗設されている場合は、第１位相差
領域および第２位相差領域は、液晶セルと視認側の偏光膜との間に配置されることになり
、第２保護膜１１０に防眩層が塗設されている場合は、第１位相差領域および第２位相差
領域は、液晶セルと背面側の偏光膜との間に配置されることになる。
【０１９７】
　本発明の他の実施態様を図９に示す。図９の液晶表示装置は、第２位相差領域１１３が
偏光膜１０３および第１位相差領域１１１の間に配置されている。図９の液晶表示装置に
おいて、１０１は第１保護膜であり、１１０は第２保護膜であり、第１保護膜と第２保護
膜のいずれかに防眩層が塗設されており、防眩層が塗設されている保護膜が視認側であり
、もう一方の保護膜が背面側である。図８の場合と同様に保護膜１０４および／または保
護膜１０７はなくてもよい。
　図９に示す態様では、第１の位相差領域１１１は、その遅相軸１１２が偏光膜１０３の
、吸収軸と黒表示時の液晶セルの遅相軸１０６に平行になるように配置される。
【０１９８】
　本発明の第２の態様の液晶表示装置も第１の態様の液晶表示装置と同様に、図８と図９
に示す構成に限定されず、他の部材を含んでいてもよい。
【０１９９】
　以下、本発明の液晶表示装置に使用可能な種々の部材の好ましい光学特性や部材に用い
られる材料、その製造方法等について、詳細に説明する。
【０２００】
［第１位相差領域］
　本発明の第２の実施形態に含まれる第１位相差領域は（Ｂ）または、（Ｄ）の条件を満
たす。
　第１位相差領域が（Ｂ）の条件を満たす場合は、面内のレターデーションＲｅが６０ｎ
ｍ～２００ｎｍ、且つ厚み方向のレターデーションＲｔｈは３０ｎｍ～１００ｎｍである
。斜め方向の光漏れを効果的に低減するためには、第１位相差領域のＲｅは、８０ｎｍ～
１８０ｎｍであるのがより好ましく、９０ｎｍ～１６０ｎｍであるのがさらに好ましい。
また、Ｎｚは１．０～２．５であることが好ましく、１．０～２．０であるのがより好ま
しく、１．０～１．８であるのがさらに好ましい。
【０２０１】
　第１位相差領域が（Ｄ）の条件を満たす場合は、面内のレターデーションＲｅが３０ｎ
ｍ～１５０ｎｍ、且つ厚み方向のレターデーションＲｔｈは１００ｎｍ～４００ｎｍであ
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る。斜め方向の光漏れを効果的に低減するためには、第１位相差領域のＲｅは、４０ｎｍ
～１１５ｎｍであるのがより好ましく、６０ｎｍ～９５ｎｍであるのがさらに好ましい。
また、Ｎｚが１．５～７であって、斜め方向の光漏れを効果的に低減するためには、第１
位相差領域のＮｚは、２．０～５．５であるのがより好ましく、２．５～４．５であるの
がさらに好ましい。
【０２０２】
　基本的には前記第１位相差領域は、前記光学特性を有する限り、その材料及び形態につ
いては特に制限されない。例えば、複屈折ポリマーフィルムからなる位相差膜、透明支持
体上に高分子化合物を塗布後に加熱塩した膜、及び透明支持体上に低分子あるいは高分子
液晶性化合物を塗布もしくは転写することによって形成された位相差層を有する位相差膜
など、いずれも使用することができる。また、それぞれを積層して使用することもできる
。
【０２０３】
　複屈折ポリマーフィルムとしては、複屈折特性の制御性や透明性、耐熱性に優れるもの
が好ましい。この場合、用いる高分子材料としては均一な二軸配向が達成できる高分子で
あれば特に制限はないが、従来公知のもので溶液流延法や押出し成形方式で製膜できるも
の好ましく、ノルボルネン系高分子、ポリカーボネート系高分子、ポリアリレート系高分
子、ポリエステル系高分子、ポリサルフォン等の芳香族系高分子、セルロースアシレート
、または、それらポリマーの２種又は３種以上を混合したポリマーなどがあげられる。
【０２０４】
　フィルムの二軸配向は、押出し成形方式や流延製膜方式等の適宜な方式で製造した当該
熱可塑性樹脂からなるフィルムを、例えばロールによる縦延伸方式、テンターによる横延
伸方式や二軸延伸方式などにより、延伸処理することにより達成することができる。前記
のロールによる縦延伸方式では加熱ロールを用いる方法や雰囲気を加熱する方法、それら
を併用する方法等の適宜な加熱方法を採ることができる。またテンターによる二軸延伸方
式では全テンター方式による同時二軸延伸方法や、ロール・テンター法による逐次二軸延
伸方法などの適宜な方法を採ることができる。
　また、配向ムラや位相差ムラの少ないものが好ましい。その厚さは、位相差等により適
宜に決定しうるが、一般には薄型化の点より１～３００μｍ、就中１０～２００μｍ、特
に２０～１５０μｍとされる。
【０２０５】
　ノルボルネン系高分子としては、ノルボルネン及びその誘導体、テトラシクロドデセン
及びその誘導体、ジシクロペンタジエン及びその誘導体、メタノテトラヒドロフルオレン
およびその誘導体などのノルボルネン系モノマーの主成分とするモノマーの重合体であり
、ノルボルネン系モノマーの開環重合体、ノルボルネン系モノマーとこれと開環共重合可
能なその他のモノマーとの開環共重合体、ノルボルネン系モノマーの付加重合体、ノルボ
ルネン系モノマーとこれと共重合可能なその他のモノマーとの付加共重合体、及びの水素
添加物などが挙げられる。これらの中でも、耐熱性、機械的強度等の観点から、ノルボル
ネン系モノマーの開環重合体水素化物が最も好ましい。ノルボルネン系重合体、単環の環
状オレフィンの重合体又は環状共役ジエンの重合体の分子量は、使用目的に応じて適宜選
択されるが、シクロヘキサン溶液（重合体樹脂が溶解しない場合はトルエン溶液）のゲル
・パーミエーション・クロマトグラフィーで測定したポリイソプレンまたはポリスチレン
換算の質量平均分子量で、通常５，０００～５００，０００、好ましくは８，０００～２
００，０００、より好ましくは１０，０００～１００，０００の範囲であるときに、フィ
ルム（Ａ）の機械的強度、及び成形加工性とが高度にバランスされて好適である。
【０２０６】
　セルロースアシレートのアシル基としては、脂肪族基でもアリル基でもよく特に限定さ
れない。それらは、例えばセルロースのアルキルカルボニルエステル、アルケニルカルボ
ニルエステルあるいは芳香族カルボニルエステル、芳香族アルキルカルボニルエステルな
どであり、それぞれさらに置換された基を有していてもよく、総炭素数が２２以下のエス
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テル基が好ましい。これらの好ましいセルロースアシレートとしては、エステル部の総炭
素数が２２以下のアシル基（例えば、アセチル、プロピオニル、ブチロイル、バレル、ヘ
プタノイル、オクタノイル、デカノイル、ドデカノイル、トリデカノイル、ヘキサデカノ
イル、オクタデカノイルなど）、アリールカルボニル基（アクリル、メタクリルなど）、
アリルカルボニルキ（ベンゾイル、ナフタロイルなど）、シンナモイル基を挙げることが
出来る。これらの中でも、セルロースアセテート、セルロースアセテートプロピオネート
、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートステアレート、セルロースア
セテートベンゾエートなどであり、混合エステルの場合はその比率は特に限定されないが
、好ましくはアセテートが総エステルの３０モル％以上であることが好ましい。
【０２０７】
　これらの中でも、セルロースアシレートが好ましく、特に写真用グレードのものが好ま
しく、市販の写真用グレードのものは粘度平均重合度、置換度等の品質を満足して入手す
ることができる。写真用グレードのセルローストリアセテートのメーカーとしては、ダイ
セル化学工業（株）（例えばＬＴ－２０，３０，４０，５０，７０，３５，５５，１０５
など）、イーストマンコダック社（例えば、ＣＡＢ－５５１－０．０１、ＣＡＢ－５５１
－０．０２、ＣＡＢ－５００－５、ＣＡＢ－３８１－０．５、ＣＡＢ－３８１－０２、Ｃ
ＡＢ－３８１－２０、ＣＡＢ－３２１－０．２、ＣＡＰ－５０４－０．２、ＣＡＰ－４８
２－２０、ＣＡ－３９８－３など）、コートルズ社、ヘキスト社等があり、何れも写真用
グレードのセルロースアシレートを使用できる。また、フィルムの機械的特性や光学的な
特性を制御する目的で、可塑剤、界面活性剤、レターデーション調節剤、ＵＶ吸収剤など
を今後することが出来る（参考資料：特開２００２－２７７６３２号公報、特開２００２
－１８２２１５号公報）。
【０２０８】
　透明樹脂をシート又はフィルム状に成形する方法は、例えば、加熱溶融成形法、溶液流
延法のいずれも用いることができる。加熱溶融成形法は、さらに詳細に、押出成形法、プ
レス成形法、インフレーション成形法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分
類できるが、これらの方法の中でも、機械的強度、表面精度等に優れたフィルムを得るた
めには、押出成形法、インフレーション成形法、及びプレス成形法が好ましく、押出成形
法が最も好ましい。成形条件は、使用目的や成形方法により適宜選択されるが、加熱溶融
成形法による場合は、シリンダー温度が、好ましくは１００～４００℃、より好ましくは
１５０～３５０℃の範囲で適宜設定される。上記シート又はフィルムの厚みは、好ましく
は１０～３００μｍ、より好ましくは３０～２００μｍである。
　上記シート又はフィルムの延伸は、該透明樹脂のガラス転移温度をＴｇとするとき、好
ましくはＴｇ－３０℃からＴｇ＋６０℃の温度範囲、より好ましくはＴｇ－１０℃からＴ
ｇ＋５０℃の温度範囲にて、少なくとも一方向に好ましくは１．０１～２倍の延伸倍率で
行う。延伸方向は少なくとも一方向であればよいが、その方向は、シートが押出成形で得
られたものである場合には、樹脂の機械的流れ方向（押出方向）であることが好ましく、
延伸方法は自由収縮一軸延伸法、幅固定一軸延伸法、二軸延伸法などが好ましい。光学特
性の制御はこの延伸倍率と加熱温度を制御することによって行なうことが出来る。
【０２０９】
［第２位相差領域］
　本発明の第２の実施形態の液晶表示装置が有する、第２位相差領域は（Ｃ）の条件を満
たすことが好ましい。即ち、面内レターデーションＲｅが０ｎｍ～２０ｎｍ、且つ厚み方
向のレターデーションＲｔｈが－４００ｎｍ～－５０ｎｍであることが好ましい。前記第
２位相差領域のＲｔｈのより好ましい範囲は、第１の位相差領域によって大きく変動する
。第１に位相差領域が（Ｂ）の条件を満たす場合は、第２位相差領域のＲｔｈは、－３０
０ｎｍ～－１００ｎｍであるのがより好ましく、－２７０ｎｍ～－１２０ｎｍであるのが
さらに好ましい。また、第１に位相差領域が（Ｃ）の条件を満たす場合は、第２位相差領
域のＲｔｈは、－４００ｎｍ～－８０ｎｍであるのがより好ましく、－３５０ｎｍ～－１
２０ｎｍであるのがさらに好ましい。



(38) JP 5380029 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

　一方、面内レターデーションＲｅは第１位相差領域が（Ｂ）（Ｃ）何れの条件を満たす
場合も、０ｎｍ～２０ｎｍであることが好ましく、０ｎｍ～１０ｎｍであるのがさらに好
ましく、０ｎｍ～５ｎｍであるのが特に好ましい。
【０２１０】
　前記第２位相差領域は、前記光学特性を有する限り、その材料及び形態については特に
制限されない。例えば、複屈折ポリマーフィルムからなる位相差膜、及び透明支持体上に
低分子あるいは高分子液晶性化合物を塗布もしくは転写することによって形成された位相
差層を有する位相差膜など、いずれも使用することができる。また、それぞれを積層して
使用することもできる。
【０２１１】
　上記光学特性を有する複屈折ポリマーフィルムからなる位相差膜は、高分子フィルムを
膜の厚さ方向に延伸する方法や、ビニルカルバゾール系高分子を塗布して乾燥させる方法
（特開２００１－０９１７４６号公報）で容易に形成できる。また、上記光学特性を有す
る液晶性化合物から形成された位相差層としては、キラル構造単位を含んだコレステリッ
クディスコチック液晶化合物や組成物を、その螺旋軸を基板に略垂直に配向させたのち固
定化して形成した層、屈折率異方性が正の棒状液晶化合物や組成物を基板に略垂直に配向
させたのち固定化して形成した層などを例示することができる（例えば、特開平６－３３
１８２６号公報や特許第２８５３０６４号等参照）。棒状液晶化合物は低分子化合物であ
ってもよく、高分子化合物であってもよい。さらに、一の位相差層のみならず複数の位相
差層を積層して、上記光学特性を示す第２位相差領域を構成することもできる。また、支
持体と位相差層との積層体全体で上記光学特性を満たすようにして、第２位相差領域を構
成してもよい。用いる棒状液晶化合物としては、配向固定させる温度範囲で、ネマチック
液晶相、スメクチック液晶相、リオトロピック液晶相状態をとるものが好適に用いられる
。揺らぎの無い均一な垂直配向が得られるスメクチックＡ相、Ｂ相を示す液晶が好ましい
。特にまた、添加剤の存在下において、適切な配向温度範囲で、上記液晶状態となる棒状
液晶性化合物については、該添加剤と棒状液晶性化合物を含有する組成物を用いて層を形
成するのも好ましい。
【０２１２】
《棒状液晶性化合物》
　本発明の第２位相差領域は、棒状液晶性化合物を含む組成物から形成してもよい。前記
棒状液晶性化合物としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノフ
ェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル類
、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置換
フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類及びアルケニルシクロヘキシル
ベンゾニトリル類が好ましく用いられる。以上のような低分子液晶性分子だけではなく、
高分子液晶性分子も用いることができる。液晶分子には活性光線や電子線、熱などによっ
て重合や架橋反応を起こしうる部分構造を有するものが好適に用いられる。その部分構造
の個数は１～６個、好ましくは１～３個である。
【０２１３】
　第２位相差領域が、棒状液晶性化合物を配向状態に固定して形成された位相差層を含む
場合は、棒状液晶性化合物を実質的に垂直配向させて、その状態に固定して形成した位相
差層を用いるのが好ましい。実質的に垂直とは、フィルム面と棒状液晶性化合物のダイレ
クターとのなす角度が７０°～９０°の範囲内であることを意味する。これらの液晶性化
合物は斜め配向させてもよいし、傾斜角が徐々に変化するように（ハイブリッド配向）さ
せてもよい。斜め配向又はハイブリッド配向の場合でも、平均傾斜角は７０°～９０°で
あることが好ましく、８０°～９０°がより好ましく、８５°～９０°が最も好ましい。
【０２１４】
　棒状液晶性化合物から形成された位相差層は、棒状液晶性化合物、所望により、下記の
重合性開始剤や空気界面垂直配向剤や他の添加剤を含む塗布液を、支持体の上に形成され
た垂直配向膜の上に塗布して、垂直配向させ、該配向状態を固定することで形成すること
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ができる。仮支持体上に形成した場合は、該位相差層を支持体上に転写することで作製す
ることもできる。さらに、１層の位相差層のみならず複数の位相差層を積層して、上記光
学特性を示す第２位相差領域を構成することもできる。また、支持体と位相差層との積層
体全体で上記光学特性を満たすようにして、第２位相差領域を構成してもよい。
【０２１５】
　塗布液の調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例
には、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスル
ホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、
アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例、酢酸メチル、
酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル（例、テトラヒ
ドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハライド及びケトンが好
ましい。二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。塗布液の塗布は、公知の方法（例、押
し出しコーティング法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラビアコーティ
ング法、ダイコーティング法）により実施できる。
【０２１６】
　垂直配向させた液晶性化合物は、配向状態を維持して固定するのが好ましい。固定化は
、液晶性化合物に導入した重合性基（Ｐ）の重合反応により実施することが好ましい。重
合反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光重合開始剤を用いる光重合反応とが含
まれる。光重合反応が好ましい。光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特
許２３６７６６１号、同２３６７６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル（米国
特許２４４８８２８号明細書記載）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特
許２７２２５１２号明細書記載）、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２
９５１７５８号の各明細書記載）、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェ
ニルケトンとの組み合わせ（米国特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジン及びフ
ェナジン化合物（特開昭６０－１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明細書記
載）及びオキサジアゾール化合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含まれる。
【０２１７】
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％であることが好まし
く、０．５～５質量％であることがさらに好ましい。棒状液晶性分子の重合のための光照
射は、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～５０Ｊ／
ｃｍ2であることが好ましく、１００～８００ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。
光重合反応を促進するため、加熱条件下で光照射を実施してもよい。前記光学違法性層を
含む第１位相差領域の厚さは、０．１～１０μｍであることが好ましく、０．５～５μｍ
であることがさらに好ましく、１～５μｍであることが最も好ましい。
【０２１８】
《垂直配向膜》
　液晶性化合物を配向膜側で垂直に配向させるためには、配向膜の表面エネルギーを低下
させることが重要である。具体的には、ポリマーの官能基により配向膜の表面エネルギー
を低下させ、これにより液晶性化合物を立てた状態にする。配向膜の表面エネルギーを低
下させる官能基としては、フッ素原子及び炭素原子数が１０以上の炭化水素基が有効であ
る。フッ素原子又は炭化水素基を配向膜の表面に存在させるために、ポリマーの主鎖より
も側鎖にフッ素原子又は炭化水素基を導入することが好ましい。含フッ素ポリマーは、フ
ッ素原子を０．０５～８０質量％の割合で含むことが好ましく、０．１～７０質量％の割
合で含むことがより好ましく、０．５～６５質量％の割合で含むことがさらに好ましく、
１～６０質量％の割合で含むことが最も好ましい。炭化水素基は、脂肪族基、芳香族基又
はそれらの組み合わせである。脂肪族基は、環状、分岐状あるいは直鎖状のいずれでもよ
い。脂肪族基は、アルキル基（シクロアルキル基であってもよい）又はアルケニル基（シ
クロアルケニル基であってもよい）であることが好ましい。炭化水素基は、ハロゲン原子
のような強い親水性を示さない置換基を有していてもよい。炭化水素基の炭素原子数は、
１０～１００であることが好ましく、１０～６０であることがさらに好ましく、１０～４
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０であることが最も好ましい。ポリマーの主鎖は、ポリイミド構造又はポリビニルアルコ
ール構造を有することが好ましい。
【０２１９】
　ポリイミドは、一般にテトラカルボン酸とジアミンとの縮合反応により合成する。二種
類以上のテトラカルボン酸あるいは二種類以上のジアミンを用いて、コポリマーに相当す
るポリイミドを合成してもよい。フッ素原子又は炭化水素基は、テトラカルボン酸起源の
繰り返し単位に存在していても、ジアミン起源の繰り返し単位に存在していても、両方の
繰り返し単位に存在していてもよい。ポリイミドに炭化水素基を導入する場合、ポリイミ
ドの主鎖又は側鎖にステロイド構造を形成することが特に好ましい。側鎖に存在するステ
ロイド構造は、炭素原子数が１０以上の炭化水素基に相当し、液晶性化合物を垂直に配向
させる機能を有する。本明細書においてステロイド構造とは、シクロペンタノヒドロフェ
ナントレン環構造又はその環の結合の一部が脂肪族環の範囲（芳香族環を形成しない範囲
）で二重結合となっている環構造を意味する。
【０２２０】
　さらに液晶性化合物を垂直に配向させる手段として、ポリビニルアルコール、変性ポリ
ビニルアルコール、又はポリイミドの高分子に有機酸を混合する方法を好適に用いること
ができる。混合する酸としてはカルボン酸やスルホン酸、アミノ酸が好適に用いられる。
後述の空気界面配向剤の内、酸性を示すものを使用してもよい。また、４級アンモニウム
塩類も好適に用いることが出来る。その混合量は高分子に対して、０．１質量％～２０質
量％であることが好ましく、０．５質量％～１０質量％であることがさらに好ましい。
【０２２１】
　上記ポリビニルアルコールの鹸化度は、７０～１００％が好ましく、８０～１００％が
さらに好ましい。ポリビニルアルコールの重合度は１００～５０００であることが好まし
い。
【０２２２】
　棒状液晶性化合物を配向させる場合、配向膜は、側鎖に疎水性基を官能基として有する
ポリマーからなるのが好ましい。具体的な官能基の種類は、液晶性分子の種類及び必要と
する配向状態に応じて決定する。例えば、変性ポリビニルアルコールの変性基は、共重合
変性、連鎖移動変性又はブロック重合変性により導入できる。変性基の例には、親水性基
（カルボン酸基、スルホン酸基、ホスホン酸基、アミノ基、アンモニウム基、アミド基、
チオール基等）、炭素数１０～１００個の炭化水素基、フッ素原子置換の炭化水素基、チ
オエーテル基、重合性基（不飽和重合性基、エポキシ基、アジリニジル基等）、アルコキ
シシリル基（トリアルコキシ、ジアルコキシ、モノアルコキシ）等が挙げられる。これら
の変性ポリビニルアルコール化合物の具体例として、例えば、特開２０００－１５５２１
６号公報明細書中の段落番号［００２２］～［０１４５］、同２００２－６２４２６号公
報明細書中の段落番号［００１８］～［００２２］に記載のもの等が挙げられる。
【０２２３】
　配向膜を、主鎖に結合した架橋性官能基を有する側鎖を有するポリマー又は液晶性分子
を配向させる機能を有する側鎖に架橋性官能基を有するポリマーを用いて形成し、その上
に位相差膜を、多官能モノマーを含む組成物を用いて形成すると、配向膜中のポリマーと
、その上に形成される位相差膜中の多官能モノマーとを共重合させることができる。その
結果、多官能モノマー間だけではなく、配向膜ポリマー間及び多官能モノマーと配向膜ポ
リマーとの間にも共有結合が形成され、配向膜と位相差膜とが強固に結合される。従って
、架橋性官能基を有するポリマーを用いて配向膜を形成することで、光学補償シートの強
度を著しく改善することができる。配向膜ポリマーの架橋性官能基は、多官能モノマーと
同様に、重合性基を含むことが好ましい。具体的には、例えば特開２０００－１５５２１
６号公報明細書中段落番号［００８０］～［０１００］記載のもの等が挙げられる。
【０２２４】
　配向膜ポリマーは、上記の架橋性官能基とは別に、架橋剤を用いて架橋させることもで
きる。架橋剤としては、アルデヒド、Ｎ－メチロール化合物、ジオキサン誘導体、カルボ
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キシル基を活性化することにより作用する化合物、活性ビニル化合物、活性ハロゲン化合
物、イソオキサゾール及びジアルデヒド澱粉が含まれる。二種類以上の架橋剤を併用して
もよい。具体的には、例えば特開２００２－６２４２６号公報明細書中の段落番号［００
２３］～［００２４］記載の化合物等が挙げられる。反応活性の高いアルデヒド、特にグ
ルタルアルデヒドが好ましい。
【０２２５】
　架橋剤の添加量は、ポリマーに対して０．１～２０質量％が好ましく、０．５～１５質
量％がさらに好ましい。配向膜に残存する未反応の架橋剤の量は、１．０質量％以下であ
ることが好ましく、０．５質量％以下であることがさらに好ましい。このように調節する
ことで、配向膜を液晶表示装置に長期使用、又は高温高湿の雰囲気下に長期間放置しても
、レチキュレーション発生のない充分な耐久性が得られる。
【０２２６】
　配向膜は、基本的に、配向膜形成材料である上記ポリマー及び架橋剤を含む組成物を透
明支持体上に塗布した後、加熱乾燥（架橋させ）し、ラビング処理することにより形成す
ることができる。架橋反応は、前記のように、透明支持体上に塗布した後、任意の時期に
行なってよい。ポリビニルアルコールのような水溶性ポリマーを配向膜形成材料として用
いる場合には、塗布液は消泡作用のある有機溶媒（例、メタノール）と水の混合溶媒とす
ることが好ましい。その比率は質量比で水：メタノールが０：１００～９９：１が好まし
く、０：１００～９１：９であることがさらに好ましい。これにより、泡の発生が抑えら
れ、配向膜、更には位相差層表面の欠陥が著しく減少する。
【０２２７】
　配向膜の塗布方法は、スピンコーティング法、ディップコーティング法、カーテンコー
ティング法、エクストルージョンコーティング法、ロッドコーティング法又はロールコー
ティング法が好ましい。特にロッドコーティング法が好ましい。また、乾燥後の膜厚は０
．１～１０μｍが好ましい。加熱乾燥は、２０℃～１１０℃で行なうことができる。充分
な架橋を形成するためには６０℃～１００℃が好ましく、特に８０℃～１００℃が好まし
い。乾燥時間は１分～３６時間で行なうことができるが、好ましくは１分～３０分である
。ｐＨも、使用する架橋剤に最適な値に設定することが好ましく、グルタルアルデヒドを
使用した場合は、ｐＨ４．５～５．５で、特に５が好ましい。
【０２２８】
　配向膜は、透明支持体上に設けられることが好ましい。配向膜は、上記のようにポリマ
ー層を架橋して使用する。棒状液晶性化合物の垂直配向にはラビング処理は行なわないこ
とが好ましい。なお、配向膜を用いて液晶性化合物を配向させてから、その配向状態のま
ま液晶性化合物を固定して位相差層を形成し、位相差層のみをポリマーフィルム（又は透
明支持体）上に転写してもよい。
【０２２９】
《空気界面垂直配向剤》
　通常、液晶性化合物は、空気界面側では傾斜して配向する性質を有するので、均一に垂
直配向した状態を得るために、空気界面側において液晶性化合物を垂直に配向制御するこ
とが必要である。この目的のために、空気界面側に偏在して、その排除体積効果や静電気
的な効果によって液晶性化合物を垂直に配向させる作用を及ぼす化合物を液晶塗布液に含
有させて、位相差膜を形成するのが好ましい。
【０２３０】
　空気界面配向剤としては、特開２００２－２０３６３号公報、特開２００２－１２９１
６２号公報に記載されている化合物を用いることができる。また、特開２００４－０５３
９８１号公報の段落番号［００７２］～［００７５］、特願２００２－２６２２３９号明
細書の段落番号［００３７］～［００３９］、特開２００４－００４６８８号公報の段落
番号［００７１］～［００７８］、特開２００４－１３９０１５号公報の段落番号［００
５２］～［００５４］、［００６５］～［００６６］、［００９２］～［００９４］、特
開２００５－０９７３５７号公報の段落番号［００２８］～［００３０］、特願２００４
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－００３８０４号明細書の段落番号［００８７］～［００９０］に記載される事項も本発
明に適宜適用することができる。また、これらの化合物を配合することによって塗布性が
改善され、ムラ又はハジキの発生が抑制される。
【０２３１】
　液晶塗布液への空気界面配向剤の使用量は、０．０５質量％～５質量％であることが好
ましい。また、フッ素系空気界面配向剤を用いる場合は、１質量％以下であることが好ま
しい。
【０２３２】
《位相差層中の他の材料》
　上記の液晶性化合物と共に、可塑剤、界面活性剤、重合性モノマー等を併用して、塗工
膜の均一性、膜の強度、液晶性化合物の配向性等を向上させることが出来る。これらの素
材は液晶性化合物と相溶性を有し、配向を阻害しないことが好ましい。
【０２３３】
　重合性モノマーとしては、ラジカル重合性もしくはカチオン重合性の化合物が挙げられ
る。好ましくは、多官能性ラジカル重合性モノマーであり、上記の重合性基含有の液晶化
合物と共重合性のものが好ましい。例えば、特開２００２－２９６４２３号公報明細書中
の段落番号［００１８］～［００２０］記載のものが挙げられる。上記化合物の添加量は
、円盤状液晶性分子に対して一般に１～５０質量％の範囲にあり、５～３０質量％の範囲
にあることが好ましい。
【０２３４】
　界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられるが、特にフッ素系化合物が好まし
い。具体的には、例えば特開２００１－３３０７２５号公報明細書中の段落番号［００２
８］～［００５６］記載の化合物、特開２００５－０６２６７３号公報中の段落番号［０
０６９］～［０１２６］記載の化合物が挙げられる。
【０２３５】
　液晶性化合物とともに使用するポリマーは、塗布液を増粘できることが好ましい。ポリ
マーの例としては、セルロースエステルを挙げることができる。セルロースエステルの好
ましい例としては、特開２０００－１５５２１６号公報明細書中の段落番号［０１７８］
記載のものが挙げられる。液晶性化合物の配向を阻害しないように、上記ポリマーの添加
量は、液晶性分子に対して０．１～１０質量％の範囲にあることが好ましく、０．１～８
質量％の範囲にあることがより好ましい。
【０２３６】
［偏光膜用保護膜］
　本発明の液晶表示装置は、偏光膜を保護する偏光膜用保護膜を有していてもよい。偏光
膜用保護膜は、可視光領域に吸収が無く、光透過率が８０％以上であり、複屈折性に基づ
くレターデーションが小さいものが好ましい。具体的には、面内のＲｅが０～３０ｎｍが
好ましく、０～１５ｎｍがより好ましく、０～５ｎｍが最も好ましい。また、Ｒｔｈは、
４０ｎｍ以下であることが好ましく、４０ｎｍ～－５０ｎｍであるのがより好ましく、２
０ｎｍ～－２０ｎｍであるのがさらに好ましい。
【０２３７】
　また、保護膜の厚み、特に液晶セル側に配置される保護膜の厚身は、Ｒｔｈを小さくす
るという観点から、６０μｍ以下であるのが好ましく、５０μｍ以下であるのがより好ま
しく、４０μｍ以下があるのがさらに好ましい。但し、保護膜が上記光学特性を満たすた
めに複数の層からなる場合は、厚みの好ましい範囲はこの範囲に限定されない。
【０２３８】
　保護膜には、上記特性を満足するフィルムであればいずれも好適に使用することができ
るが、偏光膜の耐久性の観点からは、セルロースアシレートフィルム、ノルボルネン系の
フィルム、またはアクリル系フィルムを含んでいるのが好ましく、セルロースアシレート
フィルムまたはノルボルネン系のフィルムがより好ましい。
　ノルボルネン系高分子としては、ノルボルネン及びその誘導体、テトラシクロドデセン



(43) JP 5380029 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

及びその誘導体、ジシクロペンタジエン及びその誘導体、メタノテトラヒドロフルオレン
およびその誘導体などのノルボルネン系モノマーの主成分とするモノマーの重合体であり
、ノルボルネン系モノマーの開環重合体、ノルボルネン系モノマーとこれと開環共重合可
能なその他のモノマーとの開環共重合体、ノルボルネン系モノマーの付加重合体、ノルボ
ルネン系モノマーとこれと共重合可能なその他のモノマーとの付加共重合体、及びの水素
添加物などが挙げられる。これらの中でも、耐熱性、機械的強度等の観点から、ノルボル
ネン系モノマーの開環重合体水素化物が最も好ましい。ノルボルネン系重合体、単環の環
状オレフィンの重合体又は環状共役ジエンの重合体の分子量は、使用目的に応じて適宜選
択されるが、シクロヘキサン溶液（重合体樹脂が溶解しない場合はトルエン溶液）のゲル
・パーミエーション・クロマトグラフィーで測定したポリイソプレンまたはポリスチレン
換算の質量平均分子量で、通常５，０００～５００，０００、好ましくは８，０００～２
００，０００、より好ましくは１０，０００～１００，０００の範囲であるときに、フィ
ルムの機械的強度及び成形加工性が高度にバランスされて好適である。
【０２３９】
　セルロースアシレートとしては、そのアシル基が脂肪族基でもアリル基でもよく特に限
定されない。それらは、例えばセルロースのアルキルカルボニルエステル、アルケニルカ
ルボニルエステルあるいは芳香族カルボニルエステル、芳香族アルキルカルボニルエステ
ルなどであり、それぞれさらに置換された基を有していてもよく、総炭素数が２２以下の
エステル基が好ましい。これらの好ましいセルロースアシレートとしては、エステル部の
総炭素数が２２以下のアシル基（例えば、アセチル、プロピオニル、ブチロイル、バレル
、ヘプタノイル、オクタノイル、デカノイル、ドデカノイル、トリデカノイル、ヘキサデ
カノイル、オクタデカノイルなど）、アリールカルボニル基（アクリル、メタクリルなど
）、アリルカルボニルキ（ベンゾイル、ナフタロイルなど）、シンナモイル基を挙げるこ
とが出来る。これらの中でも、セルロースアセテート、セルロースアセテートプロピオネ
ート、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートステアレート、セルロー
スアセテートベンゾエートなどであり、混合エステルの場合はその比率は特に限定されな
いが、好ましくはアセテートが総エステルの３０モル％以上であることが好ましい。
【０２４０】
　これらの中でも、セルロースアシレートが好ましく、特に写真用グレードのものが好ま
しく、市販の写真用グレードのものは粘度平均重合度、置換度等の品質を満足して入手す
ることができる。写真用グレードのセルローストリアセテートのメーカーとしては、ダイ
セル化学工業（株）（例えばＬＴ－２０，３０，４０，５０，７０，３５，５５，１０５
など）、イーストマンコダック社（例えば、ＣＡＢ－５５１－０．０１、ＣＡＢ－５５１
－０．０２、ＣＡＢ－５００－５、ＣＡＢ－３８１－０．５、ＣＡＢ－３８１－０２、Ｃ
ＡＢ－３８１－２０、ＣＡＢ－３２１－０．２、ＣＡＰ－５０４－０．２、ＣＡＰ－４８
２－２０、ＣＡ－３９８－３など）、コートルズ社、ヘキスト社等があり、いずれも写真
用グレードのセルロースアシレートを使用できる。また、フィルムの機械的特性や光学的
な特性を制御する目的で、可塑剤、界面活性剤、レターデーション調節剤、ＵＶ吸収剤な
どを混合することができる（参考資料：特開２００２－２７７６３２号公報、特開２００
２－１８２２１５号公報）。
【０２４１】
　透明樹脂をシート又はフィルム状に成形する方法は、例えば、加熱溶融成形法及び溶液
流延法のいずれも用いることができる。加熱溶融成形法は、さらに詳細に、押出成形法、
プレス成形法、インフレーション成形法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに
分類できるが、これらの方法の中でも、機械的強度、表面精度等に優れたフィルムを得る
ためには、押出成形法、インフレーション成形法及びプレス成形法が好ましく、押出成形
法が最も好ましい。成形条件は、使用目的や成形方法により適宜選択されるが、加熱溶融
成形法による場合は、シリンダー温度が、好ましくは１００～４００℃、より好ましくは
１５０～３５０℃の範囲で適宜設定される。上記シート又はフィルムの厚みは、好ましく
は１０～３００μｍ、より好ましくは３０～２００μｍである。
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　上記シート又はフィルムの延伸は、該透明樹脂のガラス転移温度をＴｇとするとき、好
ましくはＴｇ－３０℃からＴｇ＋６０℃の温度範囲、より好ましくはＴｇ－１０℃からＴ
ｇ＋５０℃の温度範囲にて、少なくとも一方向に好ましくは１．０１～２倍の延伸倍率で
行う。延伸方向は少なくとも一方向であればよいが、その方向は、シートが押出成形で得
られたものである場合には、樹脂の機械的流れ方向（押出方向）であることが好ましく、
延伸方法は自由収縮一軸延伸法、幅固定一軸延伸法、二軸延伸法などが好ましい。光学特
性の制御はこの延伸倍率と加熱温度を制御することによって行なうことができる。
【０２４２】
　セルロースアシレートフィルムのＲｔｈを小さくする方法として、非平面構造性の化合
物をフィルムに混合することが有効である。また、特開平１１－２４６７０４号公報、特
開２００１－２４７７１７号公報、特願２００３－３７９９７５号明細書に記載の方法な
どが挙げられる。また、セルロースアシレートフィルムの厚みを小さくすることによって
も、Ｒｔｈを小さくすることができる。
【０２４３】
　Ｒｔｈが負の光学特性を有する偏光板保護膜は、高分子フィルムを膜の厚さ方向に延伸
する方法や（例 特開２０００－１６２４３６号）、ビニルカルバゾール系高分子を塗布
して乾燥させる方法（例 特開２００１－０９１７４６号公報）で容易に形成できる。ま
た、保護膜は、液晶材料を含んでいてもよく、例えば、Ｒｔｈが負の光学特性を有する液
晶性化合物から形成された位相差層であってもよい。該位相差層としては、キラル構造単
位を含んだコレステリックディスコチック液晶化合物や組成物を、その螺旋軸を基板に略
垂直に配向させたのち固定化して形成した層、屈折率異方性が正の棒状液晶化合物や組成
物を基板に略垂直に配向させたのち固定化して形成した層などを例示することができる（
例えば、特開平６－３３１８２６号公報や特許第２８５３０６４号公報等参照）。棒状液
晶化合物は低分子化合物であってもよく、高分子化合物であってもよい。さらに、一の位
相差層のみならず複数の位相差層を積層して、Ｒｔｈが負の光学特性を示す保護膜を構成
することもできる。また、支持体と位相差層との積層体全体でＲｔｈが負の光学特性を満
たすようにして、保護層を構成してもよい。用いる棒状液晶化合物としては、配向固定さ
せる温度範囲で、ネマチック液晶相、スメクチック液晶相、リオトロピック液晶相状態を
とるものが好適に用いられる。揺らぎの無い均一な垂直配向が得られるスメクチックＡ相
、Ｂ相を示す液晶が好ましい。特にまた、添加剤の存在下において、適切な配向温度範囲
で、上記液晶状態となる棒状液晶性化合物については、該添加剤と棒状液晶性化合物を含
有する組成物を用いて層を形成するのも好ましい。
【０２４４】
　保護膜とその上に設けられる層（接着層、配向膜あるいは位相差層）との接着を改善す
るため、フィルムに表面処理（例、グロー放電処理、コロナ放電処理、紫外線（ＵＶ）処
理、火炎処理）を実施してもよい。透明支持体の上に、接着層（下塗り層）を設けてもよ
い。また、透明支持体や長尺の透明支持体には、搬送工程でのすべり性を付与したり、巻
き取った後の裏面と表面の貼り付きを防止するために、平均粒径が１０～１００ｎｍ程度
の無機粒子を固形分質量比で５％～４０％混合したポリマー層を支持体の片側に塗布や支
持体との共流延によって形成したものを用いることが好ましい。
【０２４５】
［鹸化処理］
　本発明では防眩性フィルムを、偏光膜の２枚の表面保護フィルムのうちの一方である。
偏光板を作製する際には、偏光膜と貼り合わせる側の表面を親水化することで、接着面に
おける接着性を改良することが好ましい。
【０２４６】
＜偏光板＞
［偏光板の構成］
　本発明では防眩性フィルムは、偏光膜とその両側に配置された保護フィルムとからなる
偏光板の、その保護フィルムの一方又は両方に使用して、防眩性の偏光板とすることがで
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きる。
【０２４７】
　一方の保護フィルムとして本発明の防眩性フィルムを用い、他方の保護フィルムには、
通常のセルロースアセテートフィルムを用いてもよいが、その他方の保護フィルムには、
溶液製膜法で製造され、且つ１０～１００％の延伸倍率でロールフィルム形態における幅
方向に延伸したセルロースアセテートフィルムを用いることが好ましい。
【０２４８】
　更には、本発明の偏光板において、片面が本発明の防眩性フィルムであるのに対して、
他方の保護フィルムが液晶性化合物からなる光学異方性層を有する光学補償フィルムであ
ることも好ましい態様である。
【０２４９】
［偏光膜］
　偏光膜には、ヨウ素系偏光膜、二色性染料を用いる染料系偏光膜やポリエン系偏光膜が
ある。ヨウ素系偏光膜及び染料系偏光膜は、一般にポリビニルアルコール系フィルムを用
いて製造する。
【０２５０】
　また偏光膜としては、公知の偏光膜や、偏光膜の吸収軸が長手方向に平行でも垂直でも
ない長尺の偏光膜から切り出された偏光膜を用いてもよい。偏光膜の吸収軸が長手方向に
平行でも垂直でもない長尺の偏光膜は以下の方法により作製される。
　すなわち、連続的に供給されるポリビニルアルコール系フィルムなどのポリマーフィル
ムの両端を保持手段により保持しつつ張力を付与して延伸して、少なくともフィルム幅方
向に１．１～２０．０倍に延伸し、フィルム両端の保持装置の長手方向進行速度差が３％
以内で、フィルム両端を保持する工程の出口におけるフィルムの進行方向と、フィルムの
実質延伸方向のなす角が、２０～７０゜傾斜するように、フィルム進行方向を、フィルム
両端を保持させた状態で屈曲させてなる延伸方法によって製造することができる。特に４
５°傾斜させたものが生産性の観点から好ましく用いられる。
【０２５１】
　ポリマーフィルムの延伸方法については、特開２００２－８６５５４号公報の段落００
２０～００３０に詳しい記載がある。
【０２５２】
　本発明においては、防眩性フィルムの透明支持体やセルロースアセテートフィルムの遅
相軸と、偏光膜の透過軸とは、実質的に平行になるように配置するのがよい。
【実施例】
【０２５３】
　以下に実施例と比較例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。以下の実施例
に示す材料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適
宜変更することができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限定的に
解釈されるべきものではない。なお、特別の断りの無い限り、「部」及び「％」は質量基
準である。
【０２５４】
＜ＩＰＳモード液晶セル１の作製＞
　一枚のガラス基板上に、図５に示す様に、隣接する電極間の距離が２０μｍとなるよう
に電極（図５中２０２及び２０３）を配設し、その上にポリイミド膜を配向膜として設け
、ラビング処理を行なった。図５中に示す方向２０４に、ラビング処理を行なった。別に
用意した一枚のガラス基板の一方の表面にポリイミド膜を設け、ラビング処理を行なって
配向膜とした。二枚のガラス基板を、配向膜同士を対向させて、基板の間隔（ギャップ；
ｄ）を３．９μｍとし、二枚のガラス基板のラビング方向が平行となるようにして重ねて
貼り合わせ、次いで屈折率異方性（Δｎ）が０．０７６９及び誘電率異方性（Δε）が正
の４．５であるネマチック液晶組成物を封入した。液晶層のｄ・Δｎの値は３００ｎｍで
あった。
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【０２５５】
＜第１位相差領域１の作製＞
　厚み５５μｍのポリカーボネート系樹脂を含有する高分子フィルム［（株）カネカ製 
商品名「エルメック」（質量平均分子量＝６０，０００、平均屈折率＝１．５３、Ｔｇ＝
１３６℃、Ｒｅ［５９０］＝１．０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝３．０ｎｍ）］の両側に、
収縮性フィルム（厚み６０μｍのポリプロピレンを含有する二軸延伸フィルム［東レ（株
）製 商品名「トレファンＢＯ２５７０Ａ」］）をアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）
を介して貼り合わせた。その後、ロール延伸機でフィルム長手方向を保持して、１４７℃
の空気循環式オーブン内で１．２６倍に延伸し、延伸後、上記収縮性フィルムを上記アク
リル系粘着剤層と共に剥離して、第１位相差領域１に対応する光学補償フィルムＡを作製
した。この第１位相差領域１は、屈折率楕円体がｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を示した。
【０２５６】
　自動複屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）製）を用いて第１位相
差領域１のＲｅの光入射角度依存性を測定し、これらの光学特性を算出したところ、Ｒｅ
が２７０ｎｍ、Ｒｔｈが０ｎｍで、Ｎｚが０．５０であった。従って、第１位相差領域１
は式（Ａ）の条件を満たしている。
【０２５７】
＜第１位相差領域２の作製＞
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液を調製した。該溶液を保留粒子径４μｍ、濾水時間３５秒の濾
紙（Ｎｏ．６３、アドバンテック製）を５ｋｇ／ｃｍ2以下で用いて濾過した。
【０２５８】
［セルロースアセテート溶液組成］
酢化度６０．９％のセルロースアセテート
（重合度３００、Ｍｎ／Ｍｗ＝１．５）　　　　　　　　 １００質量部
トリフェニルホスフェート（可塑剤） 　　　　　　　　　７．８質量部
ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤） 　　　　　３．９質量部
メチレンクロライド（第１溶媒） 　　　　　　　　　　　３００質量部
メタノール（第２溶媒） 　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
１－ブタノール（第３溶媒） 　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
【０２５９】
　別のミキシングタンクに、下記のレターデーション上昇剤Ａを８質量部、レターデーシ
ョン上昇剤Ｂを１０質量部、二酸化珪素微粒子（平均粒径：０．１μｍ）０．２８質量部
、メチレンクロライド８０質量部およびメタノール２０質量部を投入し、加熱しながら攪
拌して、レターデーション上昇剤溶液（かつ微粒子分散液）を調製した。セルロースアセ
テート溶液４７４質量部に該レターデーション上昇剤溶液４０質量部を混合し、充分に攪
拌してドープを調製した。
【０２６０】
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【化４】

【０２６１】
【化５】

【０２６２】
　得られたドープを、バンド流延機を用いて流延した。残留溶剤量が１５質量％のフィル
ムを、１３０℃の条件で、テンターを用いて２０％の延伸倍率で横延伸し、延伸後の幅の
まま５０℃で３０秒間保持した後クリップを外してセルロースアセテートフィルムを作製
した。延伸終了時の残留溶媒量は５質量％であり、さらに乾燥して残留溶媒量を０．１質
量％未満としてフィルムを作製した。
【０２６３】
　このようにして得られたフィルム（第１位相差領域２）の厚さは８０μｍであった。作
製した第１位相差領域２について、自動複屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測
機器（株）社製）を用いて、Ｒｅの光入射角度依存性を測定することによって、Ｒｅが７
０ｎｍ、Ｒｔｈが１７５ｎｍであり、これからＮｚが３．０であることが分かった。従っ
て、第１位相差領域２は（Ｄ）の条件を満たしている。
【０２６４】
＜第２位相差領域１の作製＞
（鹸化）
　上記で作製した第１位相差領域２に対応するセルロースアシレートフィルムを温度６０
℃の誘電式加熱ロールを通過させ、フィルム表面温度を４０℃に昇温した後に、下記の組
成のアルカリ溶液をバーコーターにより、１４ｍｌ／ｍ2塗布し、１１０℃に加熱したス
チーム式遠赤外線ヒーター（（株）ノリタケカンパニー製）の下に１０秒間滞留させた後
、同じくバーコーターを用いて純水を３ｍｌ／ｍ2塗布した。このときのフィルム温度は
４０℃であった。次いでファウンテンコーターによる水洗とエアナイフによる水切りを３
回繰り返して後に、７０℃の乾燥ゾーンに２秒滞留させて乾燥した。
【０２６５】
＜アルカリ溶液組成＞
水酸化カリウム 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．７質量部
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水 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．７質量部
イソプロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６４．８質量部
プロピレングリコール 　　　　　　　　　　　　　　　　１４．９質量部
Ｃ16Ｈ33Ｏ（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）10Ｈ（界面活性剤） 　　　　　１．０質量部
【０２６６】
（配向膜の作製）
　上記作製した長尺状の第１位相差領域２に対応するセルロースアシレートフィルムの鹸
化処理を施した面に、下記の組成の配向膜塗布液を＃１４のワイヤーバーで連続的に塗布
した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１２０秒乾燥し、配向膜を形成し
た。
配向膜塗布液（Ａ１）の組成
下記の変性ポリビニルアルコール　　　　 １０質量部
水 　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　 １１９質量部
グルタルアルデヒド　　　　　　　　　 ０．５質量部
【０２６７】
【化６】

【０２６８】
　下記の組成の棒状液晶化合物を含む塗布液を、上記作製した配向膜上にワイヤーバーで
連続的に塗布した。フィルムの搬送速度は２０ｍ／ｍｉｎとした。室温から８０℃に連続
的に加温する工程で溶媒を乾燥させ、その後、８０℃の乾燥ゾーンで９０秒間加熱し、棒
状液晶性化合物を配向させた。続いて、フィルムの温度を６０℃に保持して、ＵＶ照射に
より液晶化合物の配向を固定化し、第２位相差領域１を形成した。続いて、５５℃の１．
５ｍｏｌ／Ｌ水酸化ナトリウム水溶液中に作製したフィルムを２分間浸漬した後、水に浸
漬し十分に水酸化ナトリウムを洗い流した。その後、３５℃の５ｍｍｏｌ／Ｌ硫酸水溶液
に１分間浸漬した後、水に浸漬し希硫酸水溶液を十分に洗い流した。最後に試料を１２０
℃で十分に乾燥させた。このようにして、第１位相差領域２と第２位相差領域１が積層さ
れた光学補償フィルムＢを作製した。
【０２６９】
棒状液晶化合物を含む塗布液（Ｓ１）の組成
下記の棒状液晶性化合物（Ｉ）　　　　　　　　　　　　　　 １００質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製） 　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製） 　　　　　　１質量部
下記のフッ素系ポリマー 　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４質量部
下記のピリジニウム塩 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
メチルエチルケトン 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７２質量部
【０２７０】
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【化７】

【０２７１】
【化８】

【０２７２】
【化９】

【０２７３】
　作製した光学補償フィルムＢから棒状液晶性化合物を含む光学異方性層（第２位相差領
域１）のみを剥離し、自動複屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）製
）を用いて光学特性を測定した。波長５９０ｎｍで測定した光学異方性層のみのＲｅは０
ｎｍであり、Ｒｔｈは－２２５ｎｍであった。また、棒状液晶分子がフィルム面に対して
実質的に垂直に配向している光学異方性層が形成されたことが確認できた。従って第２位
相差領域１は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０２７４】
＜第１位相差領域３の作製＞
　長尺のノルボルネン系樹脂フィルム（日本ゼオン社製：商品名Ｚｅｏｎｏａ：厚み６０
μｍ：光弾性係数３．１０×１０－１２ｍ２／Ｎ）を１４０℃で１．２８倍に一軸延伸す
ることによって、長尺の第１位相差領域３の延伸フィルムを作製した。
　第１位相差領域３の厚みは３５μｍ、面内位相差Ｒｅは１３０ｎｍ、厚み方向の位相差
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Ｒｔｈは６５ｎｍであった。従って、第１位相差領域３は（Ｂ）の条件を満たしている。
【０２７５】
＜第２位相差領域２の作製＞
　仮支持体として長尺状のポリエチレンテレフタレートフィルム（厚さ１００μｍ）の一
方の面に、前記光学補償フィルムＢ作成で使用した。配向膜塗布液（Ａ１）を＃１４のワ
イヤーバーで連続的に塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１２０
秒乾燥し、配向膜を形成した。
【０２７６】
　前記棒状液晶化合物を含む塗布液（Ｓ１）を、上記作製した配向膜上にワイヤーバーで
連続的に塗布した。フィルムの搬送速度は２０ｍ／ｍｉｎとした。室温から８０℃に連続
的に加温する工程で溶媒を乾燥させ、その後、８０℃の乾燥ゾーンで９０秒間加熱し、棒
状液晶性化合物を配向させた。続いて、フィルムの温度を６０℃に保持して、ＵＶ照射に
より液晶化合物の配向を固定化し、第２位相差領域２を形成した。
【０２７７】
　作製したフィルムから棒状液晶性化合物を含む第２位相差領域２のみを剥離し、自動複
屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）社製）を用いて光学特性を測定
した。波長５９０ｎｍで測定した第２位相差領域２のみのＲｅは０ｎｍであり、Ｒｔｈは
－１６０ｎｍであった。従って、第２位相差領域２は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０２７８】
　上記で得られた第２位相差領域２の上（ポリエチレンテレフタレートフィルムと反対側
の面）に市販のＵＶ硬化型接着剤（ＵＶ－３４００、東亞合成（株）製）を塗布して、５
μｍの厚さの接着剤層１を形成し、この上に上記で作成した、第１位相差領域３の延伸フ
ィルムをラミネートし、第１位相差領域３側から約６００ｍＪのＵＶ照射し、該接着剤層
を硬化させた。この後、第１位相差領域３／接着剤層１／第２位相差領域２／ポリエチレ
ンテレフタレートフィルムが一体となった積層体からポリエチレンテレフタレートフィル
ムを剥離することにより、第２位相差領域２を第１位相差領域３である延伸フィルム上に
転写し、第１位相差領域３／接着剤層１／第２位相差領域２からなる光学補償フィルムＣ
を得た。
【０２７９】
＜第１位相差領域４の作成＞
　厚み１１０μｍのセルロースエステルのフィルム〔カネカ製、商品名：ＫＡ、ＤＳａｃ
（アセチル置換度）＝０．０４、ＤＳｐｒ（プロピオニル置換度）＝２．７６〕を、１４
５℃で１．５倍に自由端延伸して厚み１０８μｍの第１位相差４を得た。得られた第１位
相差領域４の面内位相差Ｒｅは１４０ｎｍであり、厚み方向の位相差は、Ｒｔｈは７５ｎ
ｍであった。従って、第１位相差領域４は（Ｂ）の条件を満たしている。
【０２８０】
＜第２位相差領域３の作成＞
　上記で作成した第１位相差領域４を前記第１位相差領域２と同様に鹸化、配向膜の形成
を行った後に、前記棒状液晶化合物を含む塗布液（Ｓ１）を、上記作製した配向膜上にワ
イヤーバーで連続的に塗布した。フィルムの搬送速度は２０ｍ／ｍｉｎとした。室温から
８０℃に連続的に加温する工程で溶媒を乾燥させ、その後、８０℃の乾燥ゾーンで９０秒
間加熱し、棒状液晶性化合物を配向させた。続いて、フィルムの温度を６０℃に保持して
、ＵＶ照射により液晶化合物の配向を固定化し、第２位相差領域３を形成し、光学補償フ
ィルムＤを作成した。
【０２８１】
　作製したフィルムから棒状液晶性化合物を含む第２位相差領域３のみを剥離し、自動複
屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）製）を用いて光学特性を測定し
た。波長５９０ｎｍで測定した第２位相差領域３のみのＲｅは０ｎｍであり、Ｒｔｈは－
１６０ｎｍであった。従って、第２位相差領域３は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０２８２】
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＜偏光板保護膜１の作製＞
（偏光板保護膜１）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液Ａを調製した。
＜セルロースアセテート溶液Ａ組成＞
置換度２．８６のセルロースアセテート 　　　　１００質量部
トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　 ７．８質量部
ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤） 　３．９質量部
メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　 ３００質量部
メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　 ５４質量部
１－ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　 １１質量部
【０２８３】
　別のミキシングタンクに、下記の組成物を投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶
解し、添加剤溶液Ｂ－１を調製した。
＜添加剤溶液Ｂ－１組成＞
メチレンクロライド　　　　　　　　 ８０質量部
メタノール 　　　　　　　　　　　　２０質量部
下記光学的異方性低下剤　　　　　　 ４０質量部
【０２８４】
【化１０】

【０２８５】
　セルロースアセテート溶液Ａを４７７質量部に、添加剤溶液Ｂ－１の４０質量部を添加
し、充分に攪拌して、ドープを調製した。ドープを流延口から０℃に冷却したドラム上に
流延した。溶媒含有率７０質量％の場外で剥ぎ取り、フィルムの巾方向の両端をピンテン
ター（特開平４－１００９号公報の図３に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が
３～５質量％の状態で、横方向（機械方向に垂直な方向）の延伸率が３％となる間隔を保
ちつつ乾燥した。その後、熱処理装置のロール間を搬送することにより、さらに乾燥し、
厚み８０μｍの偏光板保護膜１を作製した。
　自動複屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）製）を用いて、Ｒｅの
光入射角度依存性を測定し、光学特性を算出したところ、Ｒｅが１ｎｍ、Ｒｔｈが６ｎｍ
であることが確認できた。
【０２８６】
＜偏光板Ａの作製＞
　次に延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を製作し、市
販のセルロースアセテートフィルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士フイルム（株）製）
に鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光膜の片面に貼り付けた
。さらに偏光膜のもう片側に偏光板保護膜１にケン化処理を行い、そのセルロースアセテ
ートフィルム側が偏光膜側になるようにポリビニルアルコール系接着剤を用いて貼り付け
、偏光板Ａを作製した。
【０２８７】
＜偏光板Ｂの作製＞
　同様にして偏光膜を製作し、市販のセルロースアシレートフィルム（フジタックＴＤ８
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０ＵＦ、富士フイルム（株）製）に鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用
いて、偏光膜の両面に貼り付け偏光板Ｂを作製した。
【０２８８】
＜防眩性フィルムの作成＞
〔各層塗布液の調製〕
［防眩層用塗布液の調製］
　下記に示す各々の成分をミキシングタンクに投入し、攪拌したのち、孔径３０μｍのポ
リプロピレン製フィルタで濾過して調製した。
【０２８９】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－１）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．７質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９０】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－２）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．７質量部
　平均粒径３μｍＰＭＭＡ粒子　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９１】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－３）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．７質量部
　平均粒径６μｍＰＭＭＡ粒子　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９２】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－４）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．７質量部
　平均粒径１２μｍＰＭＭＡ粒子　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９３】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－５）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．７質量部
　平均粒径１５μｍＰＭＭＡ粒子　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９４】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－６）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９７．０質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０１質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
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防眩層用塗布液（ＨＣＬ－７）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．９５質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０５質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９６】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－８）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．９質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９７】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－９）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６．０質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９８】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－１０）の組成
　“ＤＰＨＡ”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９４．０質量部
　“ＭＸ－１０００”　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　「イルガキュア１８４」　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量部
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
　　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
【０２９９】
　（ゾル液ａ－２の調製）
　温度計、窒素導入管、滴下ロートを備えた１，０００ｍｌの反応容器に、アクリロキシ
オキシプロピルトリメトキシシラン１８７ｇ（０．８０ｍｏｌ）、メチルトリメトキシシ
ラン２７．２ｇ（０．２０ｍｏｌ）、メタノール３２０ｇ（１０ｍｏｌ）とＫＦ０．０６
ｇ（０．００１ｍｏｌ）を仕込み、攪拌下室温で水１５．１ｇ（０．８６ｍｏｌ）をゆっ
くり滴下した。滴下終了後室温で３時間攪拌した後、メタノール還溜下２時間加熱攪拌し
た。この後、低沸分を減圧留去し、更にろ過することによりゾル液ａ－２を１２０ｇ得た
。このようにして得た物質をＧＰＣ測定した結果、質量平均分子量は１５００であり、オ
リゴマー成分以上の成分のうち、分子量が１０００～２００００の成分は３０％であった
。
　また1Ｈ－ＮＭＲの測定結果から、得られた物質の構造は、以下の一般式で表される構
造であった。
【０３００】
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【化１１】

【０３０１】
　更に、29Ｓｉ－ＮＭＲ測定による縮合率αは０．５６であった。この分析結果から、本
シランカップリング剤ゾルは直鎖状構造部分が大部分であることが分かった。
　また、ガスクロマトグラフィー分析から、原料のアクリロキシプロピルトリメトキシシ
ランは５％以下の残存率であった。
【０３０２】
防眩層用塗布液（ＨＣＬ－１１）の組成
ＰＥＴ－３０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０．０質量部
イルガキュア１８４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量部
架橋アクリル－スチレン粒子（３０％）　　　　　　　　　　　　１４．５質量部
ゾル液ａ－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．５質量部
トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８．５質量部
【０３０３】
　上記の各成分は以下の通りである。
　“ＤＰＨＡ”：ジペンタエリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトール
ヘキサアクリレートの混合物、屈折率１．５２、日本化薬（株）製。
　ＰＥＴ－３０：ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
アクリレートの混合物［日本化薬（株）製］
　「イルガキュア１８４」：光重合開始剤、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製
　“ＭＸ－１０００”：ポリメチルメタクリレート微粒子、平均粒径１０．０μｍ、綜研
化学（株）製
　平均粒径３μｍＰＭＭＡ粒子：上記ＭＸ－１０００と同じ組成で平均粒径が３．０μｍ
の粒子。
　平均粒径６μｍＰＭＭＡ粒子：上記ＭＸ－１０００と同じ組成で平均粒径が６．０μｍ
の粒子。
　平均粒径１２μｍＰＭＭＡ粒子：上記ＭＸ－１０００と同じ組成で平均粒径が１２．０
μｍの粒子。
　平均粒径１５μｍＰＭＭＡ粒子：上記ＭＸ－１０００と同じ組成で平均粒径が１２．０
μｍの粒子。
“架橋アクリル－スチレン粒子”：平均粒径３．５μｍ、屈折率１．５３
【０３０４】
［低屈折率層用塗布液の調製］
（ゾル液ａの調製）
　攪拌機、還流冷却器を備えた反応器に、メチルエチルケトン１２０質量部、アクリロキ
シプロピルトリメトキシシラン“ＫＢＭ－５１０３”｛信越化学工業（株）製｝１００質
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量部、ジイソプロポキシアルミニウムエチルアセトアセテート３質量部を加え混合したの
ち、イオン交換水３０質量部を加え、６０℃で４時間反応させたのち、室温まで冷却し、
ゾル液ａを得た。質量平均分子量は１８００であり、オリゴマー成分以上の成分のうち、
分子量が１０００～２００００の成分は１００質量％であった。ガスクロマトグラフィー
分析から、原料のアクリロキシプロピルトリメトキシシランは全く残存していなかった。
【０３０５】
｛中空シリカ微粒子分散液（Ａ－１）の調製｝
　中空シリカ微粒子ゾル（粒子サイズ約４０～５０ｎｍ、シエル厚６～８ｎｍ、屈折率１
．３１、固形分濃度２０質量％、主溶媒イソプロピルアルコール、特開２００２－７９６
１６号公報の調製例４に準じて粒子サイズを変更して作製）５００質量部に、アクリロイ
ルオキシプロピルトリメトキシシラン“ＫＢＭ－５１０３”｛信越化学工業（株）製｝３
０質量部、及びジイソプロポキシアルミニウムエチルアセトアセテート「ケロープＥＰ－
１２」｛ホープ製薬（株）製｝１．５質量部加え混合した後に、イオン交換水９質量部を
加えた。６０℃で８時間反応させた後に室温まで冷却し、アセチルアセトン１．８部を添
加し、中空シリカ分散液（Ａ－１）を得た。得られた中空シリカ分散液の固形分濃度は１
８質量％、溶媒乾燥後の屈折率は１．３１であった。
【０３０６】
｛低屈折率層用塗布液（ＬＬ－１）の調製｝
　メチルエチルケトン１００質量部に対して、特開２００４－４５４６２号公報に記載の
含フッ素共重合体（Ｐ－３）（質量平均分子量約５００００）４４．０質量部、ジペンタ
エリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサアクリレートの混合
物“ＤＰＨＡ”｛日本化薬（株）製｝６．０質量部、末端メタクリレート基含有シリコー
ン“ＲＭＳ－０３３”（Ｇｅｌｅｓｔ社製）３．０質量部、「イルガキュア９０７」｛チ
バ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製｝を３．０質量部加えて溶解した。その後に中
空シリカ微粒子分散液（Ａ－１）を１９５質量部（シリカ＋表面処理剤固形分として３９
．０質量部）、ゾル液ａ１７．２質量部（固形分として５．０質量部）を添加した。塗布
液全体の固形分濃度が６質量％になり、シクロヘキサンとメチルエチルケトンの比率が１
０対９０になるようにシクロヘキサン、メチルエチルケトンで希釈して低屈折率層用塗布
液（ＬＬ－１）を調製した。
【０３０７】
〔防眩性フィルムの作製〕
［防眩層の塗設］
　特開２００３－２１１０５２号公報の図１に記載されたスロットダイコーターを用いて
、８０μｍの厚さのトリアセチルセルロースフィルム“ＴＡＣ－ＴＤ８０Ｕ”｛富士フイ
ルム（株）製｝をロール形態で巻き出して、防眩層塗布液（ＨＣＬ－１）～（ＨＣＬ－１
１）を、下記表１の乾燥膜厚になるように塗布し、３０℃で１５秒間、９０℃で２０秒間
乾燥の後、さらに窒素パージ下で１６０Ｗ／ｃｍの「空冷メタルハライドランプ」｛アイ
グラフィックス（株）製｝を用いて、照射量１３０ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射して塗布
層を硬化させた防眩性フィルム（ＡＧＦ－１）～（ＡＧＦ－１７）を作製し、巻き取った
。
【０３０８】
［低屈折率層の塗設］
　試料（ＡＧＦ－２）～（ＡＧＦ－１７）については、防眩層の上にさらに、低屈折率層
用塗布液（ＬＬ－１）を、特開２００３－２１１０５２号公報の図１に記載されたスロッ
トダイコーターを用いて、低屈折率層の乾燥膜厚が９０ｎｍになるようにウエット塗布し
、６０℃で５０秒間乾燥の後、さらに窒素パージにより、酸素濃度１００ｐｐｍの雰囲気
下で２４０Ｗ／ｃｍの「空冷メタルハライドランプ」｛アイグラフィックス（株）製｝を
用いて、照射量４００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射し、低屈折率層を形成させて巻き取り
、防眩性フィルム（ＡＧＦ－２）～（ＡＧＦ－１７）を作成した。
【０３０９】
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〔防眩性フィルムの評価〕
【０３１０】
［表面形状の評価］
　本文に記載の方法により算術平均粗さ（Ｒａ）、凹凸の平均間隔（Ｓｍ）を評価した。
Ｓｍに関しては、測定の際の測定長は８ｍｍ、カットオフ値は０．８ｍｍとした。
【０３１１】
［傾斜角度θ］
　本文に記載の方法により傾斜角θを測定し、そこから傾斜角度０～０．５°の頻度を算
出した。
【０３１２】
［平均粒径］
　電子顕微鏡“Ｓ－３４００Ｎ”｛（株）日立ハイテクノロジーズ製｝を用い、作製され
た防眩性フィルムを５０００倍の倍率で透過撮影する。撮影された粒子をランダムに１０
０個選定し、１００個の粒子直径の平均値を平均粒径とした。
【０３１３】
［平均膜厚］
　電子顕微鏡“Ｓ－３４００Ｎ”｛（株）日立ハイテクノロジーズ製｝を用い、作製され
た防眩性フィルムの断面を５０００倍の倍率で撮影する。防眩層の膜厚をランダムに１０
点測定し、平均値を導出する。この作業を三視野について行い、その平均値を平均膜厚と
した。
【０３１４】
　（反射率）
　反射防止フィルムの裏面をサンドペーパーで粗面化した後に黒色インクで処理し、裏面
反射をなくした状態にした。該反射防止フィルムの表面を、分光光度計Ｖ－５５０（日本
分光（株）製）の積分球に装着して、３８０～７８０ｎｍの波長領域において、反射率（
積分反射率）を測定し、４５０～６５０ｎｍの平均反射率を算出し、反射防止性を評価し
た。
【０３１５】
　以上、得られた防眩性フィルムの層構成及び測定された諸特性を表１に示す。
【０３１６】
【表１】

【０３１７】
＜偏光板Ｃ２の作製＞
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　延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を製作し、防眩性
反射防止フィルムＡＧＦ－２を鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて
偏光膜の片面に貼り付けた。さらに偏光膜のもう片側に市販のセルロースアシレートフィ
ルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士フイルム（株）製）に鹸化処理を行い、ポリビニル
アルコール系接着剤を用いて貼り付け、偏光板Ｃ２を作製した。
【０３１８】
＜偏光板Ｄ１～Ｄ１７の作製＞
　延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を製作し、防眩性
反射防止フィルムＡＧＦ－１～ＡＧＦ－１７を鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系
接着剤を用いて偏光膜の片面に貼り付けた。さらに偏光膜のもう片側に偏光板保護膜１に
鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて貼り付け、偏光板Ｄ１～Ｄ１７
を作製した。
【０３１９】
＜偏光板Ｅ２の作製＞
　延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を製作し、防眩性
反射防止フィルムＡＧＦ－２を鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて
偏光膜の片面に貼り付けた。さらに偏光膜のもう片側に前記で作成の光学補償フィルムＢ
の第１位相差領域２のセルロースアシレートフィルム面に鹸化処理を行い、ポリビニルア
ルコール系接着剤を用いて貼り付け、偏光板Ｅ２を作製した。
【０３２０】
＜偏光板Ｆ２の作製＞
　延伸したポリビニルアルコールフィルムにヨウ素を吸着させて偏光膜を製作し、防眩性
反射防止フィルムＡＧＦ－２を鹸化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて
偏光膜の片面に貼り付けた。さらに偏光膜のもう片側に前記で作成の光学補償フィルムＤ
の第１位相差領域４のセルロースアシレートフィルム面に鹸化処理を行い、ポリビニルア
ルコール系接着剤を用いて貼り付け、偏光板Ｆ２を作製した。
【０３２１】
　光学補償領域として、下記（Ａ）の条件を満たす前記で作成の第１位相差領域１を含む
液晶表示装置を例に本発明を説明する。
（Ａ）１００ｎｍ≦Ｒｅ≦４００ｎｍ、且つ－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦５０ｎｍ
【０３２２】
＜液晶表示装置Ｌ１の作製＞
　偏光板Ｄ１の偏光板保護膜１側にアクリル系粘着剤を用いて、作製した第１位相差領域
１を、偏光膜の吸収軸と第１位相差領域１の遅相軸が平行になるように貼り付けた。
【０３２３】
　これを、前記で作製したＩＰＳモード液晶セル１の視認側に、偏光板の吸収軸が液晶セ
ルのラビング方向と平行になるように（即ち、第１位相差領域１の遅相軸が、黒表示時の
液晶セルの液晶分子の遅相軸と平行になるように）、貼り付けた。
　続いて、このＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セ
ル側になるように、且つ偏光板Ｄ１とはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶
表示装置Ｌ１を作製した。
　この構成は、図６に示した構成に対応し、第１保護膜側に防眩層が積層されている。
【０３２４】
＜液晶表示装置Ｌ２～Ｌ１７の作製＞
　上記で作成の液晶表示装置Ｌ１に対し、視認側偏光板Ｄ１を偏光板Ｄ２～Ｄ１７に代え
た以外は同様にして、液晶表示装置Ｌ２～Ｌ１７を作成した。
【０３２５】
＜液晶表示装置Ｌ１８の作製＞
　上記で作成の液晶表示装置Ｌ１に対し、視認側偏光板Ｄ１を偏光板Ａに代えた以外は同
様にして、液晶表示装置Ｌ１８を作成した。
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【０３２６】
＜液晶表示装置Ｌ１９の作製＞
　上記で作成の液晶表示装置Ｌ１に対し、視認側偏光板Ｄ１を偏光板Ｃ２に代え、背面側
偏光板Ａを偏光板Ｂに代えた以外は同様にして、液晶表示装置Ｌ１９を作成した。
【０３２７】
＜液晶表示装置Ｌ２０の作製＞
　上記で作成の液晶表示装置Ｌ１９に対し、視認側偏光板Ｃ２を偏光板Ｃ１５（上記＜偏
光板Ｃ２の作製＞において、ＡＧＦ－２の替わりにＡＧＦ－１５を用いたもの）に代えた
以外は同様にして、液晶表示装置Ｌ１９を作成した。
【０３２８】
　本発明の実施例である液晶表示装置Ｌ１～Ｌ１３及び比較例であるＬ１４～Ｌ１９に対
し、下記の評価法に従い、斜め漏れ光、明室コントラスト、映り込みを評価し、表２にま
とめた。
【０３２９】
（１）斜め漏れ光
　暗室内に設定されたシャーカステン上に、偏光板を貼り合わせない状態で液晶セル１を
電極を配設した基板がシャーカステン側になるように置き、液晶セルのラビング方向を基
準として左方向に４５度の方位で、且つ液晶セルの法線方向から６０度の方向に１ｍ離れ
たところに設置された輝度計（分光放射輝度計ＣＳ－１０００：ミノルタ（株）製）で輝
度１を測定した。
　次いで、上記と同じシャーカステン上に偏光板を貼り合わせた各液晶表示装置を置き、
上記と同様に輝度２を測定し、これを輝度１に対する１００分率で表したものを斜め漏れ
光とした。
【０３３０】
（２）明室コントラスト
　明室内に設定されたシャーカステン上に、偏光板を貼り合わせた状態の各液晶表示装置
を、電極を配設した基板がシャーカステン側になるように置き、液晶セルの法線方向に１
ｍ離れたところに設置された輝度計（分光放射輝度計ＣＳ－１０００：ミノルタ（株）製
）で、輝度の比（白表示／黒表示）であるコントラスト比を測定した。
【０３３１】
（３）映り込み
　上記で作製した液晶表示装置の視認者側にむき出し蛍光灯（８０００ｃｄ／ｍ2）を４
５度の角度から映し、－４５度の方向から観察した際の反射像のボケの程度を以下の基準
で評価した。
蛍光灯の輪郭が全くわからない 　　　　　　：◎
蛍光灯の輪郭がわずかにわかる 　　　　　　：○
蛍光灯はぼやけているが、輪郭は識別できる ：△
蛍光灯がほとんどぼけない 　　　　　　　　：×
【０３３２】
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【表２】

【０３３３】
　表２において、液晶表示装置Ｌ１、Ｌ７、Ｌ１０、及びＬ１３は、「参考例」と読み替
えるものとする。
　表２に示した結果から以下のことが明らかである。
　透光性粒子の平均粒径が防眩層の平均膜厚よりも、０．０１～４．０μｍ大きく、該透
光性粒子が防眩層の全固形分に対して０．１～１質量％である防眩層を搭載した本発明の
液晶表示装置は斜め漏れ光が少なく、映り込みがなく、優れたものである。
【０３３４】
　次に、光学補償領域として、下記（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）の少なくともいずれかの条件
を満たす位相差領域を含む、本発明の第２の実施の形態に対応する液晶表示装置を例に本
発明を説明する。
（Ｂ）６０ｎｍ≦Ｒｅ≦２００ｎｍ、且つ３０ｎｍ≦Ｒｔｈ≦１００ｎｍ
（Ｃ）０ｎｍ≦Ｒｅ≦２０ｎｍ、且つ－４００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦－５０ｎｍ
（Ｄ）３０ｎｍ≦Ｒｅ≦１５０ｎｍ、且つ１００ｎｍ≦Ｒｔｈ≦４００ｎｍ
【０３３５】
＜液晶表示装置Ｌ２１の作製＞
　偏光板Ｄ２の偏光板保護膜１側にアクリル系粘着剤を用いて、第１位相差領域２と第２
位相差領域１が積層された光学補償フィルムＢを偏光膜の吸収軸と第１位相差領域２の遅
相軸が直交するように、第１位相差領域２の面を貼り付けた。
【０３３６】
　これを、前記で作製したＩＰＳモード液晶セル１の視認側に、偏光板の吸収軸が液晶セ
ルのラビング方向と垂直になるように（即ち、第１位相差領域２の遅相軸が、黒表示時の
液晶セルの液晶分子の遅相軸と平行になるように）、貼り付けた。
　続いて、このＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セ
ル側になるように、且つ偏光板Ｄ２とはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶
表示装置Ｌ２１を作製した。液晶表示装置２１の構成は、図８に示した構成に対応し、第
１保護膜１０１に防眩層が積層されている。また、光学補償フィルムＢの第１位相差領域
２は（Ｄ）の条件を満たし、第２位相差領域１は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０３３７】
＜液晶表示装置Ｌ２２の作製＞
　偏光板Ｄ２の偏光板保護膜１側にアクリル系粘着剤を用いて、第１位相差領域３と第２
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位相差領域２が積層された光学補償フィルムＣを偏光膜の吸収軸と第１位相差領域３の遅
相軸が直交するように、第１位相差領域３の面を貼り付けた。
　これを、前記で作製したＩＰＳモード液晶セル１の視認側に、偏光板の吸収軸が液晶セ
ルのラビング方向と平行になるように（即ち、第１位相差領域３の遅相軸が、黒表示時の
液晶セルの液晶分子の遅相軸と平行になるように）、貼り付けた。
　続いて、このＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セ
ル側になるように、且つ偏光板Ａとはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶表
示装置Ｌ２２を作製した。液晶表示装置２２の構成は、図８に示した構成に対応し、第１
保護膜１０１に防眩層が積層されている。また、光学補償フィルムＢの第１位相差領域３
は（Ｂ）の条件を満たし、第２位相差領域２は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０３３８】
＜液晶表示装置Ｌ２３の作製＞
　偏光板Ｄ２の偏光板保護膜１側にアクリル系粘着剤を用いて、第１位相差領域４と第２
位相差領域３が積層された光学補償フィルムＤを偏光膜の吸収軸と第１位相差領域４の遅
相軸が直交するように、第１位相差領域４の面を貼り付けた。
　これを、前記で作製したＩＰＳモード液晶セル１の視認側に、偏光板の吸収軸が液晶セ
ルのラビング方向と平行になるように（即ち、第１位相差領域４の遅相軸が、黒表示時の
液晶セルの液晶分子の遅相軸と平行になるように）、貼り付けた。
　続いて、ＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セル側
になるように、且つ偏光板Ａとはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶表示装
置Ｌ２３を作製した。液晶表示装置２３の構成は、図８に示した構成に対応し、第１保護
膜１０１に防眩層が積層されている。また、光学補償フィルムＤの第１位相差領域４は（
Ｂ）の条件を満たし、第２位相差領域３は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０３３９】
＜液晶表示装置Ｌ２４の作製＞
　ＩＰＳモード液晶セル１の視認側に偏光板Ｅ２を第２位相差領域１側が液晶セル側にな
るように、且つ偏光板Ｅ２の吸収軸が、黒表示時の液晶セルの液晶分子の遅相軸と直交す
るように貼り付けた。
　続いて、ＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セル側
になるように、且つ偏光板Ｅ２とはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶表示
装置Ｌ２４を作製した。液晶表示装置２４の構成は、図８に示した構成に対し第１偏光膜
セル側保護膜１０４がない構成である。第１保護膜１０１に防眩層が積層されている。ま
た、光学補償フィルムＢの第１位相差領域２は（Ｂ）の条件を満たし、第２位相差領域１
は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０３４０】
＜液晶表示装置Ｌ２５の作製＞
　ＩＰＳモード液晶セル１の視認側に偏光板Ｆ２を第２位相差領域３側が液晶セル側にな
るように、且つ偏光板Ｆ２の吸収軸が、黒表示時の液晶セルの液晶分子の遅相軸と直交す
るように貼り付けた。
　続いて、ＩＰＳモード液晶セル１の背面側に偏光板Ａを偏光板保護膜１側が液晶セル側
になるように、且つ偏光板Ｆ２とはクロスニコルの配置になるように貼り付け、液晶表示
装置Ｌ２５を作製した。液晶表示装置２２の構成は、図８に示した構成に対し第１偏光膜
セル側保護膜１０４がない構成である。第１保護膜１０１に防眩層が積層されている。ま
た、光学補償フィルムＢの第１位相差領域４は（Ｂ）の条件を満たし、第２位相差領域３
は（Ｃ）の条件を満たしている。
【０３４１】
　本発明の実施例である液晶表示装置Ｌ２１～Ｌ２５を前記Ｌ２と同様に上記の評価法に
従い、斜め漏れ光、明室コントラスト、映り込みを評価し、表３にまとめた。
【０３４２】
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【表３】

【０３４３】
　上記光学補償領域の欄に記載の（Ａ＋Ｂ）とは視認側偏光板のセル側保護膜に近い側か
ら位相差領域Ａ、位相差領域Ｂがこの順で搭載されていることを意味する。また、第Ｘ位
Ｙとは第Ｘ位相差Ｙを意味する。
【０３４４】
　表３に示した結果から以下のことが明らかである。
　光学補償領域が（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）の少なくともいずれかを満たす場合も、（Ａ）
を持たす場合と同様に　透光性粒子の平均粒径が防眩層の平均膜厚よりも、０．０１～３
．０μｍ大きく、該透光性粒子が防眩層の全固形分に対して０．１～１質量％である防眩
層を搭載した本発明の液晶表示装置は斜め漏れ光が少なく、明室コントラストが高く、映
り込みがなく、白茶け感もなく、優れたものである。
　また、第１位相差領域にセルロースエステルフィルムを用い、偏光板保護膜を除いた構
成（Ｌ２４、Ｌ２５）は、偏光板保護膜を使用した構成に対し、斜め漏れ光が少なく、明
室コントランスが高く、良好である。
【図面の簡単な説明】
【０３４５】
【図１】図１は、本発明の防眩性フィルムの好ましい実施形態を模式的に示す概略断面図
である。
【図２】図２は、平滑な表面に低屈折率層を塗工した防眩性フィルムを模式的に示す概略
断面図である。
【図３】図３は、防眩性フィルムに低屈折率層を塗工した防眩性フィルムを模式的に示す
概略断面図である。
【図４】図４は、防眩性フィルムに低屈折率層を塗工した防眩性フィルムを模式的に示す
概略断面図である。
【図５】図５は、本発明の液晶表示装置の画素領域例を示す模式図である。
【図６】図６は、本発明の液晶表示装置の第一の実施形態の模式図である。
【図７】図７は、本発明の液晶表示装置の第一の実施形態の模式図である。
【図８】図８は、本発明の液晶表示装置の第二の実施形態の模式図である。
【図９】図９は、本発明の液晶表示装置の第二の実施形態の模式図である。
【図１０】図１０（ａ）～（ｃ）は、それぞれ、傾斜角度の測定方法の概要を説明する模
式図である。
【符号の説明】
【０３４６】
（１）：透明支持体
（２）：防眩層
（５）：低屈折率層
１１：透明支持体
２１：平滑層
２２：防眩層
２３：防眩層
５１：低屈折率層
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１０１：第１保護膜（第１偏光膜外側保護膜）
１０２：第１偏光膜吸収軸方向
１０３：第１偏光膜
１０４：第１偏光膜セル側保護膜
１０５：黒表示時の液晶セルの遅相軸方向
１０６：液晶セル
１０７：第２偏光膜セル側保護膜
１０８：第２偏光膜
１０９：第２偏光膜吸収軸方向
１１０：第２保護膜（第２偏光膜外側保護膜）
１１１：第１位相差領域
１１２：第１位相差領域の遅相軸方向
１１３：第２位相差領域
２０１：液晶素子画素領域
２０２：画素電極
２０３：表示電極
２０４：ラビング方向
２０５ａ、２０５ｂ：黒表示時の液晶化合物のダイレクター
２０６ａ、２０６ｂ：白表示時の液晶化合物のダイレクター

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种IPS型液晶显示器，其具有令人满意的防反射性能，同时将明亮房间中的对比度降低降至最低，并且通过
简单的结构改善其显示质量和视野角。 ŽSOLUTION：在液晶显示器中，包括具有至少第一保护膜的液晶单元，第一偏振膜，光学
补偿区域，液晶层和插入液晶层的一对基板，第二偏振膜和按顺序设置的第二保护膜，液晶层的液晶分子在黑色显示时排列成与该
对基板的表面平行，至少一个防眩层2施加在任一个第一保护膜上薄膜和第二保护薄膜，防眩层的中心线平均粗糙度（Ra）满足
0.03μm<Ra <0.4μm，粗糙度的平均间隔（Sm）满足80μm<Sm <700μm和区域（θ（0.5） ）当测量粗糙度的倾斜角度θ时，0°
<θ<0.5°占据40％或更多。 Ž
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